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１．問題の所在と研究目的

変化が激しい社会の中で，知識や技術の獲得に
とどまらず，思考や判断，問題解決力を育てる学
習への転換が図られている。この方向性について
荒井（2019）は，生活に目を向けるなかで社会問
題に潜む課題（社会的課題）に気付き，それを解
決する力は，以前より家庭科で取り組まれてきた
ことや育成されてきた力とつながっていると述べ
ている。さらに，家庭科において，生活する側か
らものを考え課題解決に関わろうとする力が，こ
れからの社会を担う市民性（シティズンシップ）
の涵養につながるとし，家庭科における社会的課
題に関わるカリキュラム研究を深め，授業研究を
活発化していくことの必要性を指摘している。
このような中で，生活者の視点から社会的課題

の解決方法を考える授業提案（例として，土屋他，
2019）や，家庭科におけるシティズンシップ教育
カリキュラムの研究（例として，土岐，2016）な
どが進められてきた。しかし，こども家庭庁の調
査（2023）によると，若者が「社会の問題解決に
関わりたい」と答える割合は諸外国より低く，社
会への関心の低さや社会の問題を自分ごと化しに

くい傾向が示されている。
生活の連続性を踏まえると，個人や家族の生活
と地域・社会とのつながりを認識することが社会
的課題との接点に気付くきっかけとなり，生活者
視点で解決を考える力の育成に寄与することが期
待される。特に進路決定を控えた高等学校におい
ては，社会的課題について考える機会を持つこと
が重要であり，授業実践の積み重ねが必要である。
そこで本研究では，高等学校家庭科で選択される
ことの多い家庭基礎において，生徒が自分の生活
と地域や社会とのつながりに気付き，社会的課題
について考えることを促す授業を構想し，その有
効性を検証することを目的とする。なお，本授業
で扱う社会的課題は，「保育園騒音問題」である。

２．研究方法

授業は，東京都内の公立高校２校の２年生家庭
基礎として，Ａ校（普通科，33名：男子19名／女
子14名）では2024年９月，Ｂ校（音楽・芸術系の
専門学科，59名：男子９名／女子50名）では10月
に実施した。Ａ校は保育，住生活とも学習前，Ｂ
校は保育の学習は１学期に既習で住生活は学習前
だった。いずれも住生活の学習の最初に本授業を
実施した。授業者は各校の家庭科教師で，本研究
者らが作成した授業資料を用いて実践した。全４
時間の授業に出席した生徒を分析対象とした。
生徒を対象としたアンケート調査，授業中に班
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で作成した提案書，題材を貫く問いに対する個人
の回答を分析し，授業の有効性を検証した。アン
ケート調査は他世代との関わりと子育て・働き方
についての意識（選択式，表３・図１），騒音の
経験や配慮（選択式，表４）は事前調査でのみ尋
ね，住まいや地域の中での行動10項目（４件法，
表５），騒音やまちに対する意識９項目（４件法，
表６），住環境や保育に関する知識８項目（４件法，
表７），多様な人々と共に地域・まちをつくるた
めの態度・行動８項目（４件法，表８）は事前・
事後調査の結果を比較した。いずれも高等学校学
習指導要領（平成30年告示）解説家庭編の保育，
住生活の内容を踏まえ設定した。多様な人々と共
に地域・まちをつくるための態度・行動は，様々
な世代やライフスタイルの人々と地域・まちをつ
くっていくという観点で，シティズンシップ教育
の学習内容の構成要素（土岐，2016）から他者へ
の関心や理解，協働性，問題解決力，判断力，尊
重などを参考に設定した。統計処理にはIBM 
SPSS Statistics 26を用いた。本研究はヘルシン
キ宣言を遵守し，東京学芸大学倫理委員会の承認
を得た。

３．授業の概要

（1）授業で取り上げる社会的課題
保育園は，子どもが生涯にわたる人間形成にと

って極めて重要な時期に，その生活時間の大半を
過ごす場である（厚生労働省，2018）。そのため，
保育園環境は児童福祉法や建築基準法により安全
が担保されてきた。しかし近年，共働き世帯の増
加に伴い，待機児童解消を目的とした児童福祉法
の改正が行われ，待機児が多い地域での乳児室お
よびほふく室の面積要件の緩和，屋外遊戯場を近
隣の公園等で代替など，保育園の環境は変化して
きた（定行，2018）。また，多様化する保育・教
育ニーズへの対応も進んでいる。その一方で，保
育園等の整備について，地域からの反対運動によ
り，建設を断念した自治体も少なくない。問題の
背景には，住民説明会が一方的な説明に偏り，創
造的に課題を共有・解決する機会が不足している

ことや（後藤他，2019），騒音への不安感が挙げ
られている（橋本・安部，2018）。また，子ども
の声が周辺地域に及ぼす影響が注目されがちだが，
慢性的な騒音が子どもの健康・成長に及ぼす影響
も懸念される。2020年には日本建築学会「学校施
設の音環境保全基準・設計指針」に保育施設内の
音環境に関する規準が加えられ，子どもの生活の
場の音環境改善も進められている。
子どもが健康・快適・安全に生活し，活動を豊
かに展開するためには，成長発達の特徴を踏まえ
た保育園の設備や環境の整備が求められる。同時
に，子育ての社会化を実現し，保育施設をめぐる
課題について，地域の多様な主体が相互に理解を
深めることが不可欠である。この点は，家庭科教
育でも重要な視点であり，子どもや保護者だけで
なく地域住民の立場から保育園や子どもの住環境
を考える学習機会を持つことが求められる。
家庭科の保育領域では，幼稚園の遊び空間や地
域の遊び環境について考える実践が報告されてい
る（金子他，2014）。しかし，子どもが過ごす環
境について学習機会が十分とは言えない。住生活
領域においても，「住環境と地域社会」は，教員
が重要と認識しながらも教えにくさを感じ，高校
生の関心も低いことが指摘されている（富永他，
2010）。
本来，住環境と地域社会の問題は連続性を持つ
ことから，学習指導要領解説（文部科学省，
2019）でも，住居と地域社会との関係や集まって
住むためのルール，地域コミュニティとの共生に
ついて考察し，工夫する必要性が示されている。
保育領域においても，地域の一員として子どもの
成長に関わることの意味について考えることが重
視されている。そのため，地域社会と住環境の関
係性の中で保育施設を捉える学習は，家庭科にお
いて大きな教育的意義を持つと言える。
以上の背景を踏まえ，本研究では地域の住環境
と保育施設を結び付ける具体的な題材として，保
育園の騒音問題を取り上げた。騒音は誰もが加害
者・被害者の両面を経験し得る身近な問題であり，
このテーマを通じて生徒が自分の生活と保育園や
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様々な立場の人を結び付け，社会的課題に気付く
ことが期待される。さらに，生徒が課題を把握し
解決策を構想する過程で，子どもの生活と保育，
共生社会の在り方，音環境やまちづくりなど家庭
科の学びを統合的に捉え，実社会で活用できる「生
きて働く力」を育成することを目指す。

（2）授業展開
表１に授業概要を示す。単元名は「健康・快適・

安全に暮らせる住環境～保育園の建設計画を地域
のみんなで考えよう～」（全４時間）とした。
１時間目は，導入として，教室内の騒音レベル

を計測し，身近な騒音レベルの例と比較し状況を
把握した。予め録音していた複数の音（乳児の泣
き声を含む）を流し，人によって音の感じ方が異
なることや，様々な音が騒音になりうることに気
付かせた。次に，自分が住むマンションの隣に保
育園ができた場合を想定し，高校生，夜勤のある
仕事に就いている人，育児休業が終了しそうな人，
自宅で介護されている人とその家族の立場から気
持ちを考え，ワークシートに記入することで，立

場によって感じ方が異なることに目を向けた。実
際に，保育園新設が住民の反対によって延期され
た事例（朝日新聞，2017）を紹介し，反対意見と
して送迎時の自転車による交通の妨げや園児の声
がうるさいなどが挙げられた一方で，子どもの声
は騒音じゃない，みんな昔は子どもだったなどの
賛成論も出たこと，入園しようと思っていたのに
残念という声も寄せられたことを紹介した。これ
により，保育園の建設は，保育園利用者だけでな
く地域全体に関わる課題と意識づけた。さらに，
事前アンケートの「あなたは，将来，子どもがい
た場合に働き続けたいか」「パートナーに働き続
けてもらいたいか」の回答を提示し，将来の育児
と働き方を想像できるようにした。また，幼児の
生活を動画視聴し，保育園が子どもや保護者にと
ってどのような場所で，なぜ必要なのかを考えら
れるようにした。ここで，題材を貫く問い「あな
たの暮らすまちで保育園が新たにできる計画があ
ります。しかし，地域の人からいろいろな意見が
でています。地域の人みんなが健康・快適・安全
に暮らせる住生活・住環境となるためには，どの

表１　授業概要

単元名： 健康・快適・安全に暮らせる住環境～保育園の建設計画を地域のみんなで考えよう～
単元の評価規準：

知識・技能 思考・判断・表現 主体的に学習に取り組む態度
子どもを取り巻く社会環境の変
化や課題を理解し，子どもの健
やかな発達を支えるうえで，親
や家族，地域・社会が果たす役
割について理解している。ライ
フステージに応じた住生活の特
徴や住居の機能を理解し，適切
に住居や地域の計画ができる。

子どもの健やかな発達を支え，健
康・快適・安全で持続可能な社会の
構築の視点から地域の問題を見いだ
し，課題を設定している。設定した
課題について解決策を構想し，考察
した内容を根拠に基づいて論理的に
表現するなど，課題の解決方法を提
案する力を身に付けている。

健康・快適・安全で持続可能な社会の
実現に向け，子どもの健やかな発達を
支えるまちの課題解決に主体的に取り
組んでいる。学習を振り返り改善しよ
うとする姿勢をもち，地域社会への参
画意欲を示している。自分や地域の生
活の質の向上のため，学んだことを実
生活で生かそうとしている。

学習指導計画と展開（全４時間）：

１時間目

導入
１．教室内で会話をした際の騒音レベルを測定し，把握する。
２．予め録音しておいた音を流し，騒音とはどのような音か，考える。
ねらい： 健康・快適・安全な住環境やまちで暮らす様々な人の立場・ライフスタイル

に配慮した保育園の建設計画について考え，提案することができる。

展開

３．自分が住むマンションの隣に保育園ができたら，どう思うか，様々な立場から考える。
４．「保育園新設　また難航」（朝日新聞2017.9.21朝刊）の記事を読む。
５．事前アンケートの回答を示し，将来の育児や働き方を想像する。
６．幼児の１日の生活の動画を視聴し，保育園がどのような場所か，なぜ必要なのか考える。
７．題材を貫く問いについての現時点での回答を各自が考える。

２時間目
８．エキスパート活動とジグソー活動を通して，保育園の工夫について情報収集を行う。
９．班で大切にしたいキーワードを挙げ，工夫したいことや課題を整理する。

まとめ 10．本時で学んだことを踏まえ，次週は，提案書を作成することを説明する。

３時間目 導入 １．前時の振り返りと，題材を貫く問いを確認する。

展開 ２．班ごとに提案書を作成する。

４時間目
３．班ごとに作成した提案書について発表する。

まとめ ４．各班の発表を振り返る。
５．学習したことを踏まえて，題材を貫く問いについての最終的な回答を各自が考える。

ような工夫をすれば
良いと思いますか。
また，高校生のみな
さんの立場でできる
ことはなんだと思い
ますか」を示し，現
時点での回答を各自
が考えた。
２時間目は，問い
に対する解決策や工
夫を考えるため，知
識構成型ジグソー法
（教育環境デザイン
研究所，2024）を用
いて，エキスパート
活動とジグソー活動
を行った。エキスパ
ート活動ではＡ市役
所職員，Ｂ保育士，
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Ｃ建築士，Ｄ地域住民の４つの役割に分かれ，担
当ごとにＡ３両面印刷１枚にまとめた資料（表２）
を提示した。資料は，騒音問題やその対策を中心
に，保育園計画に関することや子どもを取り巻く
環境や社会の状況などから構成され，それぞれイ
ンタビューを含む５つのトピックを提示した。資
料Ａ～Ｄの内容は部分的に関連づけ（例：A-1と
B-3とD-2の騒音レベル，B-2・3とC-2の室内の音
環境が子どもの聴覚や言語発達へ及ぼす影響と吸
音材の活用による効果など），グラフや地図，平
面図，イラスト，写真などを多用し高校生にも直
感的に分かりやすいように示した。本実践では，
必ずしも資料の内容を全て理解する必要はなく，
多角的な視点で多くの情報に触れることで，健
康・快適・安全に暮らすための工夫の選択肢を広
げることをねらいとした。エキスパート活動では，
まず，担当資料をトピックごとに分担して読み，
各自が特に気になったことや大事だと思ったこと
をワークシートに書き出し共有した。次に，それ
らを参考に，保護者や子どものための工夫，近隣
住民に向けた工夫について話し合い，ワークシー
トにまとめた。ジグソー活動のため元の班に戻り，
Ａ～Ｄの担当順に保護者や子どものための工夫，
近隣住民に向けた工夫を発表した後，班で大切に
したいキーワードや，場所（立地等），建物（構造・
配置等），室内（部屋・設備等），気持ち（子ども・
保護者・近隣住民），その他の視点で工夫したい

ことと課題を挙げた。
３時間目は，これまでの学習内容を踏まえて，
題材を貫く問いに対する提案書を班ごとに作成し
た。提案書はプレゼンテーションソフト
（PowerPoint）を使用し，タイトル，課題，提案
内容〔保育園の建設計画，高校生の立場でできる
こと〕を，文字と写真・イラストなどを用いてま
とめた。４時間目は，班ごとに提案書を用いて発
表を行った。各班の発表を振り返った後，ここま
でに学習したことを踏まえて，題材を貫く問いに
ついての最終的な回答を各自が考えた。

４．結果

表２　エキスパート活動で用いた資料
Ａ
市
役
所
職
員

A-1．�騒音に関する基準や条例…騒音レベルと基準，子どもの声は規制対象外とする条例やドイツの法律
A-2．保育園と行政の関わり，保育園計画の課題と工夫…行政の関わり，保育園の園庭について，送迎ステーション
A-3．いろいろな場所・建物の保育園…ある市の保育園マップ，保育園の外観や立地の例
A-4．市役所保育課職員（保育課）へのインタビュー①…開園までの流れと規制，鉄道高架下保育園の調査報告
A-5．市役所保育課職員（保育課）へのインタビュー②…市民の方からの要望と工夫

Ｂ
保
育
士

B-1．保育園での１日の流れ…認可保育園の１日の流れ，多様な保育園（家庭的／小規模／事業所内保育事業）
B-2．保育園への苦情・トラブルと対策…保育園への苦情・トラブルと対応策の例，吸音材の活用
B-3．保育中の騒音レベルとその影響…室内騒音の推奨値，音環境による影響（子どもたち，保育士，近所の人々）
B-4．保育士（施設長）へのインタビュー①…保育園の役割
B-5．保育士（施設長）へのインタビュー②…計画上の工夫，地域との共生，大学敷地内の保育園の例

Ｃ
建
築
士

C-1．保育園の建築・設置基準…建築・設置基準の例（必要な部屋，安全対策），平面図の例
C-2．騒音対策と音環境改善の方法…遮音性，二重窓の防音効果，吸音が期待される装飾・作品等の掲示
C-3．建物の配置上の騒音対策…騒音対策を踏まえた園舎配置の例（建物を遮音壁として配置，ロの字園舎）
C-4．建築士へのインタビュー①…保育園等の建築規制と運営事業者からの要望
C-5．建築士へのインタビュー②…設計上の工夫，公園の中にある小学校やカフェのある保育園の例

Ｄ
地
域
住
民

D-1．人口動態および世帯構造…合計特殊出生率，世帯構成・共働き世帯数，待機児童，共働き世帯の生活の例
D-2．騒音問題と影響，騒音への意識…騒音苦情件数，発生源と騒音レベル，子どもの遊ぶ声に対する市民の意識
D-3．相手との関係と騒音の感じ方…子育て中に隣人から届いた励ましの手紙，相手との関係性と迷惑度の関係
D-4．保育園利用者（親）へのインタビュー①…園選択で重視した点，周辺住民からの声，地域交流の例
D-5．保育園利用者（子）へのインタビュー②…園児の声，子どもの生活習慣を整え興味を引き出す建築計画

表３　生徒の他世代との関わりの実態

（％）
Ａ高校
（n＝33）

Ｂ高校
(n＝59)

現在の
乳幼児と
関わる機会

一緒に暮らしている 3.0 1.7
一年に数回程度遊んだり
話したりすることがある 27.3 23.7

ほとんどない 69.7 74.6

中学進学後に，
保育園・幼稚
園などを訪問
した経験
（複数回答）

自分が卒園した保育園
幼稚園を訪問したことがある 24.2 15.3

きょうだいの送迎や行事等で訪
問したことがある 15.2 8.5

授業や職場体験等の活動として
訪問したことがある 6.1 10.2

ボランティア活動として訪問し
たことがある 3.0 5.1

訪問したことがない 66.7 67.8
その他 0 1.7

現在または
これまでの
高齢者と
関わる機会

現在，一緒に暮らしている 6.1 15.3
過去に一緒に暮らしていた 12.1 13.6
１年に数回程度会って話したり
することがある 48.5 64.4

ほとんどない 33.3 6.8
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表４　騒音の経験や配慮の実態

（％）
Ａ高校
（n＝33）

Ｂ高校
(n＝59)

音が
気になって
ストレスを
感じた経験
（複数回答）

家族の話し声や生活音 51.5 45.8
道路騒音 36.4 54.2
外にいる人の話し声や音 24.2 33.9
子どもの声や泣き声 36.4 20.3
近隣の人の家の中での話し声や
生活音 18.2 23.7

ストレスを感じた経験がない 27.3 13.6

普段の
生活で
気を付けて
いること
（複数回答）

ヘッドホンやイヤホンの使用 57.6 50.8
時間帯 57.6 57.6
音や声の大きさ 51.5 54.2
窓やカーテンを閉める 42.4 61.0
じゅうたんを敷く 9.1 10.2
気を付けていることはない 6.1 13.6

(1) 授業前の生徒の実態
事前アンケート調査の結果から，授業前の生徒

の実態について述べる。表３より，現在の乳幼児
との関わりは両校とも「ほとんどない」が７割，
中学校進学後に保育園・幼稚園を「訪問したこと
がない」が７割だった。高齢者とは「１年に数回
程度会って話したりすることがある」が５～６割
で最も多かった。図１より，将来の育児や働き方
については，両校とも自分とパートナーともに「育
休を取得して働き続けたい／働き続けて欲しい」
が６～７割，「子ども／子どもやパートナーを持
つつもりはない」が２～３割であった。
表４より，音について「ストレスを感じた経験

表５　住まいや地域の中での行動
Ａ高校（n＝33） Ｂ高校（n＝59）

Avg SD t検定
t値 Avg SD t検定

t値

a 周りの騒音が気になった時に，自分なりに工夫して対策する 事前
事後

2.48
2.61

0.96
0.85 -0.63

2.70
2.68

0.87
0.87 0.39

b 家族に迷惑がかからないように
音や声の大きさや時間帯に気をつけている

事前
事後

3.09
3.03

0.90
0.80 0.42

3.18
3.03

0.88
0.92 1.10

c 近隣や地域の人びとに迷惑がかからないように音や声の大きさ
や時間帯に気をつけている

事前
事後

3.15
3.33

1.02
0.77 -1.00

3.39
3.29

0.73
0.86 0.82

d 家庭内で家族と，話す機会や一緒に過ごす時間をできるだけ
作っている

事前
事後

2.36
2.64

1.01
0.77 -1.47

3.38
3.15

0.77
0.95

**
3.21

e 近隣や地域の人びとと，挨拶をしたり話したりする 事前
事後

2.33
2.61

1.20
0.95

*
-2.18

2.62
2.66

0.93
0.88 -0.32

f 家庭内の役割分担や家事など互いに協力し合いながら生活する 事前
事後

2.82
2.73

0.97
0.83 0.72

3.05
2.95

0.73
0.72 1.22

g 電車やバスの中など地域で泣いている子どもがいると，何かで
きることはないかと思う

事前
事後

2.67
2.76

1.01
0.85 -0.59

2.46
2.68

0.95
0.77

*
-2.52

h まちの中にどのような子育て支援施設があるかを知っている 事前
事後

2.18
2.73

0.97
0.79

**
-3.46

2.03
2.41

0.87
0.83

**
-2.85

i まちの中で高齢者や車いす，ベビーカー，障がいのある方など，
困っている方がいたら声を掛けたり手助けする

事前
事後

2.36
2.61

0.98
0.92 -1.54

2.41
2.73

0.91
0.84

**
-3.29

j 地域やまちのホームページやSNSなどを見て情報を収集する 事前
事後

1.52
1.85

0.74
0.93 -1.73

1.57
1.76

0.73
0.83

*
-2.62

t検定（事前事後の比較）*p＜ .05　**p＜ .01
４件法（１．まったくしない，２．あまりしない，３．たまにする，４．よくする）

図１　将来の育児と働き方についての意識

育休を取らずに働き続けたい
育休を取得して働き続けたい
仕事を辞めて，専業主婦・主夫になりたい
子どもをもつつもりはない
その他

自分
6.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

1.7 1.7 1.7
24.2

30.5

（n=33）
Ａ高校

（n=59）
Ｂ高校

育休を取らずに働き続けてほしい
育休を取得して働き続けてほしい
仕事を辞めて，専業主婦・主夫になってほしい
子どもやパートナーをもつつもりはない
その他

パートナー

9.1 9.1
6.1

54.5

69.7

64.4

6.8 64.4

21.2

28.8

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％
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Ａ高校

（n=59）
Ｂ高校
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がない」と回答した生徒はＡ校３割，Ｂ校１割で，
多くの生徒がストレスを感じた経験があった。原
因としては「家族の話し声や生活音」，「道路騒音」
が４～５割と最も多かった。配慮として「気を付
けていることはない」と回答した人は１割前後で
あり，複数の配慮を回答していた。
表５の住まいや地域の中での行動について，事

前調査では，両校とも「ｊ地域やまちのホームペ
ージやSNSなどを見て情報を収集する」「ｈまち
の中にどのような子育て支援施設があるかを知っ
ている」が他の項目に比べて低かった。表６の騒

音やまちに対する意識については，両校とも「ｅ
まちづくりを工夫することは犯罪や事故の防止，
防災対策となる」「ｇ地域に小さな子どもがたく
さん住んでいるとまちが元気なる」「ｃ地域やま
ちの行事や活動は，面倒くさいので参加したくな
い」が他の項目に比べて高かった。
表７の住環境や保育に関する知識については，
両校とも「ｆ家族や近隣の人びとに配慮した騒音
対策について自分なりに工夫することができる」
が他の項目比べて高く，Ｂ校は「ｅ子どもの成長
発達における集団保育の重要性を説明できる」も

表６　騒音やまちに対する意識
Ａ高校（n＝33） Ｂ高校（n＝59）

Avg SD t検定
t値 Avg SD t検定

t値

a 騒音問題は，自分には関係のないことだ 事前
事後

1.94
2.03

0.95
0.67 -0.50

2.23
1.88

0.80
0.74

***
3.71

b 騒音問題は，話し合いをしても解決できない 事前
事後

2.48
2.12

0.96
0.88 1.88

2.38
2.07

0.83
0.80

**
2.81

c 地域やまちの行事や活動は，面倒くさいので参加したくない 事前
事後

2.64
2.45

0.98
0.82 1.03

2.77
2.29

0.88
0.86

***
5.02

d 地域やまちの保育・介護の問題は自分には関係のないことだ 事前
事後

2.21
2.24

0.81
0.78 -0.16

2.31
2.03

0.84
0.80

*
2.32

e まちづくりを工夫することは
犯罪や事故の防止，防災対策となる

事前
事後

2.76
3.12

1.05
0.81

*
-2.33

3.44
3.41

0.67
0.76 0.25

f 近隣や地域の人との関わりをできるだけ持ちたくない 事前
事後

2.33
2.03

0.88
0.76 1.38

2.16
2.22

0.75
0.80 -0.32

g 地域に小さな子どもがたくさん住んでいるとまちが元気になる 事前
事後

2.94
3.12

0.89
0.84 -1.64

3.15
3.34

0.72
0.79 -1.54

h まちづくりは高校生の自分には関係ない 事前
事後

2.33
2.03

0.84
0.72

*
2.39

2.26
2.07

0.72
0.66

*
2.28

i 将来はまちづくりや地域の活動に積極的に参画したい 事前
事後

2.24
2.45

0.82
0.86 -1.31

2.34
2.58

0.87
0.89

*
-2.51

t検定（事前事後の比較）　*p＜ .05　**p＜ .01　***p＜ .001
４件法（１．そう思わない，２．あまりそう思わない，３．ややそう思う，４．そう思う）

表７　住環境や保育に関する知識
Ａ高校（n＝33） Ｂ高校（n＝59）

Avg SD t検定
t値 Avg SD t検定

t値

a 家族や近隣の人びとに配慮した騒音対策の方法
を説明できる

事前
事後

2.18
2.39

0.87
0.74 -1.27

2.48
2.90

0.82
0.63

**
-3.56

b 誰もが暮らしやすい地域やまちの条件について説明できる 事前
事後

2.12
2.45

0.84
0.74

*
-2.07

2.10
2.64

0.74
0.68

***
-5.74

c 高校生の立場からまちづくりに参画する方法が分かる 事前
事後

2.00
2.33

0.89
0.77

*
-2.07

2.02
2.58

0.80
0.67

***
-4.14

d 保育園，幼稚園の子育て支援に果たす役割を説明できる 事前
事後

2.18
2.73

0.87
0.79

**
-2.87

2.34
2.92

0.85
0.62

***
-5.30

e 子どもの成長発達における集団保育の重要性を説明できる 事前
事後

2.12
2.73

0.88
0.71

**
-3.12

2.87
3.15

0.73
0.68

**
-2.88

f 家族や近隣の人びとに配慮した騒音対策について
自分なりに工夫することができる

事前
事後

2.61
2.88

0.81
0.69 -1.60

2.92
3.19

0.68
0.62

**
-2.74

g まちに暮らす様々な人の立場から，
誰もが暮らしやすい住環境の工夫を提案できる

事前
事後

2.06
2.48

0.81
0.78

*
-2.30

2.28
2.66

0.81
0.68

**
-3.02

h 高校生の立場からまちづくりに工夫して
参画する方法を提案できる

事前
事後

2.06
2.55

0.85
0.70

**
-2.87

2.20
2.73

0.85
0.78

***
-4.32

t検定（事前事後の比較）　*p＜ .05　**p＜ .01　***p＜ .001
４件法（１．そう思わない，２．あまりそう思わない，３．ややそう思う，４．そう思う）
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高かった。また，多様なライフステージ・ライフ
スタイルの人々の住生活に関する項目（ｂ，ｇ）
やまちづくりの項目（ｈ）は両校とも低かった。
表８の多様な人々と共に地域・まちをつくるため
の態度・行動については，「ｂ地域において，様々
な世代やライフスタイルの人が健康・快適・安全
に暮らせるようにするにはどうしたら良いか，自
分の考えとその理由を説明することができる」が
他の項目に比べてやや低かった。

（2）授業前後での意識・行動の変化
表５より，両校とも「ｈまちの中にどのような

子育て支援施設があるかを知っている」，Ａ校で
は「ｅ近隣や地域の人びとと，挨拶をしたり話し
たりする」，Ｂ校では「ｇ電車やバスの中など地
域で泣いている子どもがいると，何かできること
はないかと思う」「ｉまちの中で高齢者や車いす，
ベビーカー，障がいのある方など，困っている方
がいたら声を掛けたり手助けする」「ｊ地域やま
ちのホームページやSNSなどを見て情報を収集
する」は事後が有意に高かった。Ｂ校では「ｄ家
庭内で家族と，話す機会や一緒に過ごす時間をで
きるだけ作っている」は事後が有意に低かった。
表６より，両校とも「ｈまちづくりは高校生の自
分には関係ない」は事後が有意に低かった。Ａ校

に比べＢ校はより多くの項目に有意差がみられ，
騒音やまちづくりに対する意識が，事後に高まっ
ていた。
表７より，両校ともほとんどの項目で，事後に
有意に高く，住生活領域の騒音対策やライフステ
ージに応じた住生活，地域社会との関わりおよび
保育領域の子育て支援や地域や社会の果たす役割
などの知識が身についている様子がうかがえる。
表８より，様々な世代やライフスタイルの人が健
康・快適・安全に暮らすためにどうしたら良いか
考えたり（問題解決力），人々の意見を聞いて協
力しながら取り組んだり（協働性），その中で自
分が何をしたらよいか考えて行動する力（判断力）
が向上した。ただし，他の人の考えが「自分と違
っていても，『そういう考えもわかる』と受け入
れようと思う」は，Ｂ校で変化が小さかった。

（3）高校生の考えた提案書
班で作成した提案書に書かれていた課題および
提案内容を似たもの同士でまとめ，カテゴリー化
するとともに，各班の課題と提案のつながりを線
で結び整理したものを図２に示す。課題としては，
両校とも「騒音：外遊び等」「地域交流の少なさ」
を挙げ，Ｂ校では他に「子どもや地域の安全：交
通，防犯，プライバシー」「遊び場・外遊びの減

表８　多様な人々と共に地域・まちをつくるための態度・行動
Ａ高校（n＝33） Ｂ高校（n＝59）

Avg SD t検定
t値 Avg SD t検定

t値

a 様々な世代やライフスタイルの人の立場で，健康・快適・安全
な地域の住環境を考えることができる

事前
事後

2.55
2.82

0.86
0.83 -1.79

2.44
2.80

0.74
0.63

**
-3.19

b
地域において，様々な世代やライフスタイルの人が健康・快適・
安全に暮らせるようにするにはどうしたら良いか，自分の考え
とその理由を説明することができる

事前
事後

2.30
2.70

0.90
0.80

*
-2.27

2.26
2.73

0.72
0.73

***
-4.71

c 様々な世代やライフスタイルの人の意見を聞いて，地域の課題
に協力しながら取り組むことができる

事前
事後

2.42
2.88

0.85
0.73

**
-3.00

2.25
2.68

0.78
0.72

***
-4.33

d 地域の様々な世代やライフスタイルの人にとって快適な住環境
となるために自分が何をすればよいか考えて行動できる

事前
事後

2.27
2.76

0.93
0.78

**
-3.08

2.38
2.83

0.81
0.64

***
-4.69

e 地域で様々な世代やライフスタイルの人が困っているときに，
それを助けてあげることができる

事前
事後

2.36
2.82

0.92
0.80

*
-2.53

2.67
2.83

0.82
0.74 -1.96

f 地域の様々な世代やライフスタイルの人の考えが自分と違って
いても，「そういう考えもわかる」と受け入れようと思う

事前
事後

2.82
3.00

0.87
0.78 -1.36

3.23
3.29

0.71
0.67 -0.55

g 地域に困っている様々な世代やライフスタイルの人がいたら，
何かをしてあげたいと思う

事前
事後

2.79
2.91

0.77
0.79 -0.89

2.87
3.05

0.88
0.77 -1.84

h 自分が何かをやったとき，地域の様々な世代やライフスタイル
の人がどのような気持ちになるかを考えたいと思う

事前
事後

2.67
3.00

0.88
0.78

*
-2.07

3.07
3.14

0.72
0.68 -0.78

t検定（事前事後の比較）　*p＜ .05　**p＜ .01　***p＜ .001
４件法（１．あてはまらない，２．ややあてはまらない，３．ややあてはまる，４．あてはまる）
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少と子どもの成長・発達への影響」「保護者の大
変さ：送迎」などが複数班で挙げられていた。提
案としては，「構造・設備による防音：二重窓，
吸音材等」「地域との交流の機会を持つ：園庭開
放や空間づくり，イベント等」が共通し，他にＡ
校で「駅近に建設：騒音対策，送迎の利便性，商
店街の活性」，Ｂ校で「建物配置による防音：ロ
の字，コの字，屋上園庭，地下・半地下」「ポス

ター，SNSなど情報発信：騒音対策，園児につ
いて」が多く挙げられた。高校生の立場でできる
こととして，イベントへの参加や開催，SNS等
による情報発信，子どもと関わるボランティアや
見守りが挙がった。
提案書には騒音問題以外に視点の広がりがみら
れたものが多かったことから，表９にその例を示
す。防災・安全，地域活性，コミュニティづくり，

表９　騒音問題以外に視点の広がりがみられた提案の例
自然に触れられる安全な保育園（Ａ高校４班）
課題：Ⅰ・Ⅲ　提案：ⅳ

地域を盛り上げる保育園（Ａ高校５班）
課題：Ⅰ・Ⅱ　提案：ⅱ・ⅲ

〔公園内に保育園〕
・公園の震災対策を保育園にそのまま使える
・子どもの声がうるさいという意見に対応できる
・子どもが遊ぶ場所に困らない
・地域の人との交流ができる，イベントスペースの確保
〔安全な保育園〕
・ハザードマップで浸水しない・交通量が少ない など

〔駅の近くに保育園を建設する〕
・電車の音を利用して子どもの声を緩和
・隣の町などからの人が来る
〔交流イベントを開催することによる課題解決〕
・地域の人からの理解を得られる
・地域の活性化を推進させる

保育園と地域の交流について（Ｂ高校３班）
課題：Ⅰ・Ⅱ・Ⅴ　提案：ⅰ・ⅱ・ⅲ

みんなhappy保育園（Ｂ高校14班）
課題：Ⅰ・Ⅴ　提案：ⅲ・ⅴ・ⅵ

〔騒音対策〕二重窓，コの字型配置・中庭　など
〔季節に絡めたイベント実施〕
●交流をして地域の人とかかわりを持つ
→子どもの声＝騒音だと考えない
●コミュニティを広める→有事に助け合える味方が増える
●園児にとって，異年齢の（大人じゃない年上）との交流は刺激になる
→社会性の構築

①学校（大学）内に保育園をつくる
➡大学の校内に入れ，地域の人々への迷惑軽減
②子どもが社会生活へ慣れる
➡保育園児と中・高生と関わることなどで育む　
③親の子育て不安
➡アプリで情報提供，親同士が喋れるカフェ併設

課題と提案の記号は図２に対応，提案内容は生徒が提案書に記した内容を記載（一部は文意を変えない範囲で省略）

図２　高校生の考えた課題と提案

Ⅰ騒音・外遊び等（8） ⅰ構造・設備による防音：
　二重窓，吸音材等（4）

（高）イベント
　　等の
　　サポート

（高）イベント等の
サポート，専門科
を生かしたイベント
　等の開催

（高）ＳＮＳの活用，
ポスター作成等

ⅱ地域との交流の機会を持つ
：園庭開放，イベント等（5）

ⅲ駅近に建設：騒音対策，送迎
の利便性，商店街の活性（3） Ⅲ遊び場・外遊びの減少と子

どもの成長・発達への影響（3）

Ⅳ保護者の大変さ：送迎（4）

Ⅴ地域交流の少なさ（3）

Ⅱ地域交流の少なさ（5）

※（　）内の数値は，記載していた班数を示す。
　 枠線・矢印は記載数が多かったものを太線で示す。
　（高）は高校生の立場でできることとして挙げられていたこと。

Ⅲその他
保護者の大変さ：送迎・家事（2）
送迎時の駐車・駐輪の問題（1）
遊び場・外遊びの減少（1）
自然との触れ合いの少なさ（1）
子どもや地域の安全（1）

ⅳその他
外遊び等の時間調整（2）
建物配置：ロの字，コの字（2）
植木を植える（2）
駐車場・駐輪場の整備（1）
長時間の運営と預かり（1）
公園の中に建設：防災（1）
安全な構造（1）
保育・保育園の情報の周知（1）

Ａ高校（10班）
課題 提案

B 高校（19班）
課題 提案

Ⅰ騒音・外遊び等（8） ⅰ構造・設備による防音
：二重窓，吸音材等（10）

ⅱ建物配置による防音：ロの字，コの字，
　　　屋上庭園，地下・半地下（14）

ⅲ地域との交流の機会を持つ
　：空間づくり，イベント等（12）

ⅳ公園内・隣に建設：騒音対策，
遊び場・散歩，自然に触れる（3）
ⅴ学校内・隣に建設：騒音対策，
設備の充実，関わり（3）

ⅶ説明会の開催・参加：
防音等の工夫を周知（4）

ⅵポスター，ＳＮＳなど情報発信
：騒音対策，園児について（7）

Ⅱ子どもや地域の安全：
交通，防犯，プライバシー（6）

（高）高校生も
参加し意見する

（高）散歩の補助・
ボランティアでの
子どもとの関わり，
安全か見守る，
選挙等への関心

Ⅵその他
送迎時の駐車・駐輪の問題（2）
保育園建設の土地不足（2）
保育園からの情報発信不足（2）
子どもの社会経験の不足
：芸術等 (2)
自然との触れ合いの少なさ(1)
無機質なデザイン（1）

ⅷその他
駅近に建設 : 騒音対策，送迎の利便性 (2)
企業内に設置：送迎の利便性安心感 (1)
送迎バス (1)　
外遊び等の時間調整 (2)  散歩 (2)
樹木を植える (2)  動物との触れ合い (1)
安全な構造 (1)  デザインの工夫 (1)
見守る (2)  ボランティア参加 (2)
地域の情報や選挙への関心を高める (2)
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子どもの社会性，親の子育て不安など複数の観点
から課題を捉え直し，公園内，駅近く，大学敷地
内に保育園を建設する案や，建物の騒音対策と地
域との交流を組み合わせた案などがあった。

（4）問いに対する回答の変化
題材を貫く問いへの回答を，カテゴリー化し表

10に示す。住生活・住環境の工夫では，両校の事
前・事後ともに構造・設備による騒音対策が多か
った。事前では他に，Ａ校では立地による対策，
話し合いや説明会の開催，Ｂ校では外遊び・散歩
の工夫が多く，事後では両校とも地域との交流，
Ｂ校では説明会の開催の回答が増えた。高校生の
立場では，両校とも事前は保育園建設に関わる活
動・意見交換や提案をする，理解・見守り，日々
の行動に関することが多く，事後には地域イベン
トや保育園のボランティアへの参加が増加した。

５．考察

（1）授業前の生徒の実態と授業計画の意図
授業前，生徒は乳幼児と関わる経験や保育園・
幼稚園の訪問の機会が少なく，高齢者とは年に数
回程度の接点であった。高齢者に比べ乳幼児と関
わる機会はより少なく，乳幼児や保育園の実態を
想像しにくい状況にあった。また，将来の育児と
働き方について，自分もパートナーも働き続けた
い／働き続けて欲しいと考えている生徒が多かっ
た。１時間目の授業時に，この結果を示すことで，
保育園が自分の将来と関係することに気付かせた。
子どもやパートナーを持つつもりがない生徒も一
定数いたが，騒音問題を通して，保育園建設を自
分ごと化した。音に関するストレス経験は多くの
生徒にとって身近なテーマでもあったが，ストレ
スを感じた原因として「子どもの声や泣き声」を
選択した生徒は，学校によっても異なるものの多

表10　題材を貫く問いに対する回答
地域みんなが健康・快適・安全に暮らせる
住生活・住環境となるための工夫

Ａ高校（n＝33） Ｂ高校（n＝59）
（％，複数回答） １時間目 ４時間目 １時間目 ４時間目

園の構造・設備による防音 24.2 18.2 50.8 47.5
園の外遊び・散歩の工夫 15.2 0 28.8 0

園の送迎時の工夫と設備
（騒音対策，安全） 0 0 16.9 5.1

安全のための道路の整備 6.1 0 11.9 3.4
住民側の防音 6.1 3.0 3.4 1.7
建物配置による防音 0 3.0 0 3.4
立地による騒音対策・利便性向上
（駅近，公園，学校など） 21.2 12.1 18.6 20.3

建設についての話し合い
や説明会の開催 21.2 18.2 13.6 30.5

保育・保育園の情報の周知 3.0 0 16.9 8.5
地域との交流の機会を持つ
（イベント開催，交流の場） 3.0 27.3 11.9 33.9

配慮・理解をする 9.1 21.2 18.6 10.2
その他 12.1 12.1 15.3 22.0

高校生の立場でできること
Ａ高校（n＝33） Ｂ高校（n＝59）

（回答者数，複数回答） １時間目 ４時間目 １時間目 ４時間目
理解する・見守る 27.3 9.1 22.0 20.3
日々の行動を変える
（挨拶，見守り，手助け） 21.2 9.1 22.0 5.1

保育園のボランティア・お手伝い 12.1 24.2 8.5 23.7
子どもと積極的に関わる 3.0 6.1 13.6 15.3
地域イベントへの参加・社会参加
（イベントや行事に参加，開催） 3.0 18.2 8.5 45.8

保育園建設に関わる活動
（意見交換へ参加，提案する） 30.3 39.4 50.8 33.9

その他 9.1 0 1.7 5.1

くはなかった。１時間目の活動は，新聞記
事や異なる立場の視点を知るきっかけとな
り，多様な意見に触れながら課題を捉える
基盤をつくった。

（2）授業の有効性の検証
本授業の目的は，生徒たちが自分の生活
と地域社会とのつながりに気付き，そこか
ら社会的課題について考えることであった。
アンケート調査結果から授業後には，地域
社会との関わりを積極的に捉えるようにな
った変化が見られ，目的に対して一定程度
の教育的効果が得られた。住まいや地域に
おける行動に関する項目では，子育て支援
施設への理解，地域情報の収集，困ってい
る人への手助けなどを，する側へ意識変化
が見られた。生徒が地域社会との関わりを
自分とは無関係なものとしてではなく，自
ら関与しえる対象として捉えるようになっ
たことを示していると考えられる。一方で，
家庭内の関わり（家族と過ごす時間，音へ
の配慮，役割分担）は事後に低下した項目
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もあった。授業で地域・住環境に焦点を当てたこ
とで，生徒の関心が家庭内から地域社会へと相対
的に移行した結果とも解釈できる。今後は，地域
と家庭の双方を往還しながら考えを深めていける
ような授業構成についても検討が必要である。
次に，騒音やまちに対する意識について，自分

に関係ないという意識が薄れ，地域活動に参画し
たいという主体的な姿勢が高まった。Ｂ校では多
くの項目で有意差がみられ，Ａ校でも平均値は上
昇した。「ｅまちづくりを工夫することは犯罪や
事故の防止，防災対策となる」はＡ校でのみ有意
に高まったが，これは授業直前に他教科で防災学
習を行った影響が考えられる。他教科での学習経
験と結びつけながら住環境が捉えられていたこと
から，社会的課題を多角的に捉えるうえで，教科
横断的な学習経験が有効と示唆された。
住環境や保育に関する知識は，両校とも授業後

に向上した。Ｂ校では全項目で，Ａ校でも多くの
項目で有意差がみられた。自己評価ではあるが，
生徒がライフステージに応じた住生活の特徴や騒
音対策，まちづくりなど住生活に関する知識と，
子育て支援や子どもの福祉など保育に関する知識
を身に付け，適切な工夫ができると感じていた。
生徒は課題解決の過程の中で，保育領域と住領域
の視点を行き来しながら，それぞれの領域に固有
な知識を獲得していたと考えられる。
さらに多様な人々と共に地域・まちをつくるた

めの態度・行動に関する項目では，問題解決力，
協働性，判断力といった側面において向上した。
有意差が見られなかった項目も含めて，多くの項
目で平均値は上昇し，地域社会の中で多様な立場
の人々と関わりながら課題解決を図ろうとする市
民性（シティズンシップ）の基盤が育まれたと考
えられる。ただし，他の人の考えが「ｆ自分と違
っていても，『そういう考えもわかる』と受け入
れようと思う」は，Ｂ校で変化が小さかった。こ
れは，他者の意見をそのまま受け入れるのではな
く，対話を通して理解を深めることが必要だと捉
えた生徒がいたことが影響していると考えられる。
班で作成した提案書や題材を貫く問いへの回答

より，生徒はエキスパート活動の資料を元に，防
音設備や建物配置などハード面の工夫に加え，地
域交流による関係性の構築などソフト面の視点を
取り入れて，社会的課題の解決を構想していた。
特に，資料Ｄで相手との関係性によって音を迷惑
と感じにくくなるという資料や，保育園と地域の
交流の例を紹介したことで，園庭の開放や交流イ
ベントを提案する班が見られた点は，生徒が騒音
問題を人と人との関係性の問題として捉えていた
ことを示している。高校生の立場としてできるこ
ととしても，地域交流イベントや保育園のボラン
ティアへの参加を挙げ，具体的に想像していた。
高校生主体でイベントを開催し地域と子どもをつ
なぐ役割を担おうとする意識を持った生徒もいた。
また，一部の班では，他教科や家庭科の他領域に
おける既習内容を活かした提案がされていた。生
徒が既有知識を統合しながら課題を多角的に捉え
ており，学習の深化が確認できた。
以上のことから，本授業は，生徒が自分の生活
と地域社会のつながりに気づき，保育園の騒音問
題という社会的課題を多様な立場から捉え，解決
策を構想する学習として一定の有効性を持つと考
えられる。既往研究（土岐，2016）が指摘する，
家庭科における生活の中で生じる論争的な問題の
扱いや議論・対話を通して市民性（シティズンシ
ップ）を育成する視点の不足に対して，本研究で
は様々な立場から意見を述べたり交渉したりする
ことを模擬的に経験させた点に意義がある。この
ような学習を繰り返すことで，実際の地域社会で
必要とされる，他者の立場を尊重しそれぞれの考
えを理解・相対化した上で，新たな解決策を導く
対話力の育成にもつながると考えられる。

（3）本研究の課題と今後の展望
本研究では保育と住生活の領域横断的な授業と
して一定の効果を示したが，単独の領域における
授業との比較は行っておらず，相対的な効果の検
証は今後の課題である。また，本研究では実践校
によって保育の学習状況が異なり，提案書の内容
に差がみられた。関連領域を学んだ後に本授業を
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位置付けることで，より深い提案が期待できる一
方で，学習前に取り組むことで関心を高め，問題
意識を持った上で学習を進める効果も考えられる。
最後に，今回は都心部で問題となりやすい騒音を
取り上げたが，今後は，地域の実態に応じた多様
な展開や，生徒自身で地域の課題をみつけ探究的
学習として発展させることなども検討したい。

６．結論

本研究では，高等学校の家庭基礎における保育
と住生活の領域横断的授業として，保育園の騒音
という社会的課題の解決策を考える授業を開発し，
効果を検証した。授業を通して，生徒は住環境や
保育に関する知識を獲得し，社会的課題を自分ご
と化していた。また，多様な立場から考え，協力
して解決策を検討する経験を通して，地域社会に
参画しようとする主体性や協働性も育まれた。

付記
本研究の実施に際し，多大なるご協力を賜りま

した岸愛乃教諭，山田桐香教諭，ならびに実践校
の生徒・関係者の皆さまに，深く感謝申し上げま
す。また，本研究は東京学芸大学「学習指導要領，
幼稚園教育要領及び教科書に関する研究プロジェ
クト」および「特別開発研究プロジェクト」の支
援を受けました。
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Abstract

This study developed and evaluated the educational effectiveness of a cross‑curricular lesson 

addressing a social issue of noise at a nursery school within the Childcare and Housing Life domains 

of high school home economics. The lesson enabled students to acquire knowledge about living 

environments and childcare while fostering a heightened sense of personal responsibility toward local 

challenges. Through activities that required students to consider diverse perspectives and collaboratively 

explore solutions, students further developed initiative and collaborative skills for engaging with their 

communities. In addition, the process of creating proposals demonstrated students’ ability to approach 

problems from multiple angles while applying prior knowledge, suggesting that problem‑solving–oriented 

learning contributes to their deeper thinking. Future challenges include promoting more student‑centered 

and inquiry‑based learning, and developing teaching materials that reflect the realities of the local 

community.
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１．研究の背景と目的

今日の多様性や少子高齢化の状況などを背景に，
学校教育研究や教育現場では，児童生徒のウェル
ビーイング（広義での「幸福な状態」，個人や社
会の「よりよい在り方」）の向上と，それを具現
化する資質・能力の育成が注目されている（荒井，
2024）。OECD Education 2030プロジェクトでは，
2030年に向けた教育の目標として「ウェルビーイ
ングの実現」を掲げ，その基盤となる力として「エ
ージェンシー（agency）」を位置づけた。エージ
ェンシーとは，単なる主体性や自律性ではなく，
自らの価値観に基づき，自分や社会をよりよくす
るために状況を判断し，行動を選択し，その結果
に責任をもって社会に関わる力である（大本・岸
田，2022）。中央教育審議会教育課程企画特別部
会でも2027年の学習指導要領改訂を見据え，関連
する議論が進められている。
一方で，エージェンシーは文脈依存的で，認知

的・情意的側面を併せ持つ複合的概念であるため，
その育成プロセスの測定や解明は容易ではない
（Biesta, 2010）。家庭科教育においても，「どのよ
うな学習経験がエージェンシーとしての能力を形
成するのか」を明らかにすることが求められてい

る（図１）。
本研究では，家庭科の布を用いた製作に焦点を
当てる。布を用いた製作は，生活をよりよくする
ために課題を見いだし，構想し，手を動かして形
にしていく学習活動であり，エージェンシーを具
現化する学習であると考えられる。工藤（2025）
は，ものづくりを「自らの身体と手を通して対象
に働きかける能動的・実践的学び」として捉え，
主体的行為を促す教育的価値を指摘した。渡瀬
（2022）は，ものづくりを「生活を向上させる問
題解決の過程」とし，実践的思考力の涵養を示し
た。また山中（2023）は，製作実習を通じた集中・
対処・協働の経験がクラフツマンシップを育み，
人間形成に寄与することを報告している。これら
の知見は，家庭科のものづくり学習がエージェン
シー育成と関連することを示唆しているが，家庭
科の布を用いた製作におけるエージェンシーとは
何か，認知的・情意的側面から検討した研究の蓄
積には課題がある。
そこで本研究では，布を用いた製作における学
習方略の使用および動機づけに着目する。学習方
略は自己調整学習を支える認知的要因，動機づけ
は自己決定的行動を支える情意的要因であり，い
ずれもエージェンシーの内的基盤として機能する
可能性がある。先行研究では，例えば福田・後藤
（2012）は家族・家庭生活のホームプロジェクト
において，「高校生は他者から学び取る能力や既

研 究 論 文

Key words：

家庭科における布を用いた製作の意義
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存の知識と結びつけて考える力が身についた」と
報告した。また，二橋ら（2023）は中学校家庭科
高齢者学習を通じて「生徒の認知的方略や高齢者
と協働して学習活動を進める力が身についた」と
報告した。これらを踏まえ，本研究では，高等学
校「家庭基礎」における布を用いた製作を対象に，
学習方略の使用および動機づけが学習過程の自己
評価にどのように関係するのかを明らかにし，エ
ージェンシーの形成にいかに寄与するか考察する
ことを目的とする。

２．研究の方法

（1）授業の概要
実践の対象は，東京都内の私立高等学校（以下

「対象校」）２年生118名である。授業期間は2024
年９月下旬から2025年２月下旬である。対象校は，
第２学年のみ「家庭基礎」として家庭科を履修す
る教育課程が組まれている。対象者は，2024年４
月から９月上旬まで食生活に関する内容を学習し
ている。本研究の授業実践では，衣生活に関する
学習として，ほころび直しの練習を兼ねたマスク
ティッシュケースの製作と，ミシンを用いた巾着
袋づくりに取り組ませた。
1）衣服の機能・手入れ
日常生活と関連付けながら，保健衛生上の機能

と社会生活上の機能について表に整理させた。ま
た，界面活性剤の働きを観察する実験を通して，
汚れが落ちるプロセスについて筋道を立てて考え

させた。アイロン実習など生徒にとって身近な体
験活動を取り入れながら，衣服の手入れ方法を理
解させた。
2）布の成り立ち・燃焼実験	
ルーペを使用した布の三原組織や編目ループの
観察，綿花や繭などの原料や繊維のサンプルに触
れながらの繊維の理解，繊維のサンプルが燃焼す
る様子の観察など五感を通して学ぶことができる
体験的な活動を取り入れることで，布や繊維の理
解が深まるよう工夫した。
3）ほころび直しの練習	
例えば，中学校までに学んだ半返し縫い，本返
し縫い，まつり縫いを再度体験し，布をすくう感
覚と関連付けながら千鳥掛けを習得させた。千鳥
掛けは，制服のスカートやズボンの裾のほつれを
修繕するための技能となる。このような，ほころ
び直しのための技能を習得する活動として，マス
クティッシュケースを製作した。その際，グルー
プで同じ作業を行うことで和やかな学び合いの空
間が生まれるようにした。
4）巾着袋の製作
生徒自身が選んだ布からマチのある巾着袋を製
作した。その際，3）ほころび直しの練習と4）巾
着袋の製作は，同時並行で行い，生徒はミシンや
アイロンの使用状況を鑑み，作業を選択した。生
徒は，一枚の布から立体的な製作物ができる工程
を体感した。

図１　�The OECD Learning Framework 2030に基づいた本研究の枠組み

家庭科の布を用いた製作の授業実践

エージェンシー
（目標設定・行動・振り返り）

学習過程の自己評価

学習方略
（認知的要因）

動機づけ
（情意的要因）
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（2）指導上の留意点
授業者が行った支援は以下３点である。
①　コロナ禍の影響もあり被服技能に関する経
験の個人差が想定された。経験の有無に因ら
ずに技術習得の有用性を生徒にもたせるよう，
既習内容を思い起こす，その行為や活動の理
由や意義を改めて考える，その行為や活動の
実生活での活用場面を思い浮かべるような声
掛けをした。

②　限られた時間の中で計画的に製作に取り組
めるよう，手順の流れの掲示や段階標本を用
意した。また，実習活動を始める前に本時で
の作業進度の目安を伝えた。

③　ICT機器の活用，実習の際には原則として
２人体制の指導など，生徒一人一人が情報や
指導を得やすい環境を整えた。

（3）調査方法と内容
調査は，Google FormsによるWeb調査である。
授業前調査を2024年９月下旬，授業後調査を2025
年２月下旬に実施した。調査項目を表１に示す。
先行研究（二橋ら，2023）を援用し，学習方略は，
「ものごとをみる時は，なぜそうなるのか理由（原
因）や意味を考える」など15項目を，動機づけは，
「家庭科の授業は，実習が楽しい」など４項目を，
学習過程の自己評価は，「衣服の機能・手入れ」
など４項目を設定し，それぞれ５件法（１－５点）
にて回答を求めた。実施校に調査の目的，方法等
を説明し承諾を得た後，クラスごとに授業実施者
より口頭説明した上で調査を行い，Formsへの
回答をもって同意とみなした。
授業に出席した生徒のうち，研究の趣旨に同意
した回答は，授業前調査は103，授業後調査は107
だった。本研究では，授業前・授業後共に回答が

表１　調査項目

学
習
方
略

新しい内容を理解する時，自分が知っていることと結びつけようとする　【関連付け】
新しい内容を理解するのに，以前に取り組んだことを活かす　【活用】
ものごとをみる時は，大切なところはどこかを考える　【重点把握】
ものごとをみる時は，なぜそうなるのか理由（原因）や意味を考える　【論理性】
ものごとをみる時は，様々な可能性やいろいろな視点から考える　【多角的視点】
ものごとをみる時は，周囲に流されないで自分なりに筋道を立てて判断する　【批判的判断】
勉強している時，自分がわからないところはどこかを見つけようとする　【問題把握】
勉強する前に，これから何をどうしなければならないかについて考える　【見通し】
勉強する時は，目標を立ててから取り組む　【目標設定】
勉強する時は，計画を立ててから始める　【計画性】
勉強する時は，必要な情報を色々と集める　【情報収集】
先生の考え方ややり方から学ぶ　【教師方略】
友人や同じ班の人の考え方ややり方から学ぶ　【友人方略】
自分の気持ちや考えを他の人に伝える　【意見表明】
色々な人とのコミュニケーションを心がける　【協働性】

「まったくしない（１点）」「あまりしない（２点）」「どちらともいえない（３点）」「時々する（４点）」「いつもする（５
点）」の５件法でそれぞれ得点を付した。

動
機
づ
け

家庭科の授業は実習が楽しい　【情動的動機づけ（実習）】
家庭科の授業は実習がためになる　【認知的動機づけ（実習）】
家庭科の授業が好き　【情動的動機づけ（家庭科）】
家庭科の授業は，面倒でも重要なことが学べると思う　【認知的動機づけ（家庭科）】

「そう思わない（１点）」「あまりそう思わない（２点）」「どちらともいえない（３点）」「ややそう思う（４点）」「そ
う思う（５点）」の５件法でそれぞれ得点を付した。

学
習
過
程
の
自
己
評
価

衣服の機能・手入れに関する学習
布の成り立ち・燃焼実験
ほころび直しの練習
巾着袋の製作

「できなかった（１点）」「あまりできなかった（２点）」「どちらともいえない（３点）」「ややできた（４点）」「で
きた（５点）」の５件法でそれぞれ得点を付した。
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得られた95（有効回答率：80.51％）を分析対象
とした。
また，マスクティッシュケース製作後と巾着袋

製作後にそれぞれ振り返りカード記入時間を設け，
生徒は授業を通して感じたことや気づいた点を記
入した。これらの記述は，量的分析結果の解釈を
補足する目的で参照した。

（4）分析方法
分析１として，授業前後の動機づけおよび学習

方略の使用状況，学習過程の自己評価についての
平均値を算出し，有意差を検定した。分析２とし
て，学習方略および動機づけが学習過程の自己評
価に与える影響を明らかにするために重回帰分析
を行った。分析ソフト IBM SPSS Statistics 27，
Microsoft Excel 2019，HAD（清水，2016）を使
用し分析を行った。

（5）倫理的配慮
本研究の実施にあたり，授業前に三重大学教育

学部研究倫理審査委員会による承認を得た（承認
番号2024-40）。対象者には，Web調査の冒頭にて，
研究の目的及び成績等に一切影響しないこと，参
加は自由意志であること，情報の扱い，公表方法
についてインフォームドコンセントを行い，同意
する場合は回答するよう明記した。

３．結果および考察

（1）学習方略・動機づけの授業前―授業後比較
（分析１）
学習方略の使用状況および動機づけにおける授
業前後の平均値を算出した結果，得点分布は正規
性を示さず，高得点に偏る傾向がみられた。そこ
で，非パラメトリック検定であるウィルコクスン
の符号付き順位検定で授業前後の得点の変化を検
討した。G*powerを用いて，効果量0.30，有意
水準0.05として検出力を確認したところ0.81であ
り，本分析の前提条件として妥当であると判断で
きる。
検定の結果を表２に示す。本研究の対象とした

表２　学習方略・動機づけの事前－事後比較
事前 事後

Z値 p値 効果量
（r）  項目（略称） 平均値

（Mean）
標準偏差
（SD）

平均値
（Mean）

標準偏差
（SD）

関連付け 4.06 0.81 4.22 0.87 1.91 0.06 0.20 
活用 4.07 0.69 4.25 0.81 2.09 0.04 ** 0.22
重点把握 4.13 0.79 4.20 0.86 1.07 0.28 0.11
論理性 3.97 0.93 4.23 0.79 2.60 0.01 *** 0.27
多角的視点 3.74 1.01 4.09 0.92 2.72 0.01 *** 0.28
批判的判断 3.82 0.87 4.00 0.99 1.79 0.07 0.18
問題把握 4.14 0.86 4.23 0.86 1.05 0.29 0.11
見通し 3.79 1.06 4.03 0.94 2.02 0.04 ** 0.21
目標設定 3.66 1.17 3.78 1.25 0.78 0.44 0.08
計画性 3.38 1.26 3.58 1.23 1.60 0.11 0.16
情報収集 3.80 1.06 4.06 0.98 2.06 0.04 ** 0.21
教師方略 3.95 0.94 4.33 0.83 3.51 0.00 *** 0.36
友人方略 3.97 0.87 4.27 0.82 2.74 0.01 *** 0.28
意見表明 3.87 1.01 4.02 1.05 1.12 0.26 0.12
協働性 3.86 1.10 4.03 1.11 1.55 0.12 0.16
情動的動機づけ（実習） 4.48 0.80 4.42 0.81 -0.56 0.58 0.06
認知的動機づけ（実習） 4.51 0.78 4.52 0.82 0.32 0.75 0.03
情動的動機づけ（家庭科） 4.16 0.98 4.31 0.83 1.45 0.15 0.15
認知的動機づけ（家庭科） 4.41 0.76 4.38 0.95 0.11 0.91 0.01
ウィルコクスンの符号付き順位検定結果　　　***p＜ .01，**p＜ .05，*p＜ .10　N＝95
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布を用いた製作の授業では，複数の学習方略が授
業前よりも授業後で有意に向上したことが示され
た。特に「教師方略」や「友人方略」の上昇は，
実習場面における他者との相互作用が学習方略の
活性化に寄与した可能性を示している。「友人方
略」については，グループ単位で作業を行う授業
構成により，同一工程における協働的な作業や意
見交換が促進されたことが影響していると考えら
れる。これらの結果は，布を用いた製作において
社会的相互作用が学習方略の使用を支える要因で
あることを示唆する。
一方，動機づけは授業前－授業後で有意な変化

が見られなかった。このことから対象者の家庭科
や実習に対する動機づけは授業期間中，一貫して
高い状態が維持されたものと考えられる。

（2）学習過程の自己評価（分析１）
学習過程の自己評価は，4.21から4.34であった

（表３）。この結果から，生徒は学習過程の達成度
について，「ややできた」から「できた」と捉え
ていることが分かった。

（3）学習過程の自己評価に与える影響（分析２）
学習過程の自己評価に与える影響を「説明」す
るため（吉田・村井，2021），学習過程の自己評
価を従属変数とし，学習方略および動機づけを独
立変数として強制投入法を用いた重回帰分析を実
施した。

G*Powerを用いて事後的に検出力を確認した
ところ，授業前の学習方略および動機づけについ
ては，いずれも検出力が0.80未満であり，十分な
検出力が確保されていたとは言い難い。一方，授
業後の学習方略および動機づけが学習過程の自己
評価に及ぼす影響については，いずれも検出力が
0.95以上であり，本分析の前提条件として妥当で
あると判断できる。
1）学習方略を独立変数とした場合
表４に示した授業前の学習方略を独立変数とす

表４　授業前の学習方略が学習過程の自己評価に与える影響
従属変数（自己評価）（β）

独立変数（学習方略） 衣服の機能・手入れ 布の成り立ち・燃焼実験 ほころび直しの練習 巾着袋の製作
pre関連付け 0.01 0.08 0.29 * 0.18
pre活用 0.31 * 0.26 0.14 0.05
pre重点把握 0.15 0.11 0.13 0.13
pre論理性 0.00 0.01 -0.06 0.05
pre多角的視点 -0.25 -0.23 -0.22 -0.21
pre批判的判断 0.00 -0.02 -0.01 0.05
pre問題把握 0.03 -0.07 -0.08 0.21
pre見通し 0.04 -0.01 0.00 -0.27
pre目標設定 -0.22 -0.17 0.05 0.06
pre計画性 0.23 0.25 0.19 0.27
pre情報収集 0.11 0.09 0.01 -0.18
pre教師方略 -0.10 -0.18 -0.27 ** -0.03
pre友人方略 -0.18 0.06 -0.06 -0.21
pre意見表明 0.11 -0.03 0.19 -0.02
pre協働性 -0.05 0.05 -0.16 0.13

R 2（決定係数） 0.17 0.15 0.18 0.19
調整済みR 2

0.01 -0.01 0.03 0.04
強制投入法による重回帰分析の結果　　　β：標準回帰係数　***p＜ .01，**p＜ .05，*p＜ .10　　　N＝95

表３　学習過程の自己評価
平均値
（Mean）

標準偏差
（SD）

衣服の機能・手入れ 4.21 0.78
布の成り立ち・燃焼実験 4.27 0.76
ほころび直しの練習 4.33 0.86
巾着袋の製作 4.34 0.87

N＝95
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る重回帰分析では，全ての項目において回帰モデ
ル全体は有意ではなかった。すなわち，授業前に
測定された学習方略は，学習過程の自己評価を説
明する因子とはならなかったことを示している。
一方，表５に示した授業後の学習方略を投入し

た分析では，全項目において回帰モデル全体が有
意であり，R 2は0.33～ 0.39，調整済みR 2は0.20
～ 0.28であった。このことから，授業後に測定
された学習方略は，学習過程の自己評価を説明す
る要因となり得ることが示された。特に「批判的
判断」は複数の題材において有意な正の影響を示
し，「関連付け」や「教師方略」も一部の項目に
おいて有意な影響を及ぼしていた。
これらの結果は，授業前調査の段階では学習方

略に関する抽象的な質問内容が，学習者にとって
具体的な学習内容と十分に結びついていなかった
可能性を示唆している。一方，授業後には，授業
を通した具体的な経験を踏まえて質問項目が理解
され，学習内容と対応づけて回答されたことが，
表５における結果につながったと考えられる。
授業中，教師は既習内容を想起させたり，活動

の理由や意義を改めて考えさせたりする声掛けを
行っていた。こうした意味づけの過程を通して形

成された学習方略が，学習過程を評価する視点と
して機能した可能性が示された。このことは，学
習者が自身の学習を振り返り，判断する力という
点において，エージェンシーの構成要素の一側面
を検討する上で示唆を与えるものである。製作後
の振り返りカードの記述から，「アイロンで折り
目をつけるときに，しっかり跡をつけることを心
がけたら，きれいに縫うことができた」「まつり
縫いは，中学の時に学んだことを思い出しつつ縫
うことで，きれいに仕上がった」「１回の説明で
は理解できず，友達や先生にたくさん聞いた」な
ど，学習方略の使用によって自己評価が高まる様
子を確認できた。
2）動機づけを独立変数とした場合
授業前の動機づけを独立変数とする重回帰分析
では，回帰モデル全体が有意なのは「巾着袋の製
作」のみで，標準回帰係数が有意な項目はなかっ
た（表６）。すなわち，授業前に測定された動機
づけは，学習過程の自己評価を説明する因子とは
ならなかったことを示している。布を用いた製作
では，活動経験や達成感，協働的なやり取りなど，
授業中に生じる要因が自己評価に大きく関わるた
め，授業前の動機づけでは説明が難しいと考えら

表５　授業後の学習方略が学習過程の自己評価に与える影響
従属変数（自己評価）（β）

独立変数（学習方略） 衣服の機能・手入れ 布の成り立ち・燃焼実験 ほころび直しの練習 巾着袋の製作
post関連付け 0.15 0.06 0.27 ** -0.08
post活用 0.07 0.18 -0.11 0.12
post重点把握 0.11 0.06 0.20 0.15
post論理性 0.01 0.01 -0.07 -0.11
post多角的視点 -0.01 -0.06 0.10 -0.16
post批判的判断 0.32 ** 0.20 0.04 0.36 ***
post問題把握 0.06 -0.11 0.00 -0.02
post見通し 0.09 0.18 0.14 0.17
post目標設定 0.14 -0.09 -0.04 0.22
post計画性 -0.12 0.14 0.09 -0.08
post情報収集 0.09 0.20 0.09 0.07
post教師方略 0.03 -0.03 0.07 0.24 **
post友人方略 0.19 0.11 0.08 -0.03
post意見表明 -0.02 -0.19 0.05 -0.02
post協働性 -0.21 0.04 -0.13 -0.01

R 2
0.39 *** 0.33 *** 0.37 *** 0.39 ***

調整済みR 2
0.28 *** 0.20 *** 0.25 *** 0.28 ***

強制投入法による重回帰分析の結果　　　β：標準回帰係数　***p＜ .01，**p＜ .05，*p＜ .10　　　N＝95
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れる。
一方，授業後の動機づけを投入した分析（表７）

では，全ての項目において回帰モデル全体が有意
であり，R 2は0.42～ 0.49，調整済みR 2は0.40～
0.47であった。このことから，授業後に測定され
た動機づけは，学習過程の自己評価を説明する要
因となり得ることが示された。「認知的動機づけ
（実習）」はほころび直しの練習に，「認知的動機
づけ（家庭科）」は巾着袋の製作に有意な影響を
示した。また，「情動的動機づけ（家庭科）」は全
題材で有意な正の影響を示した。製作後の振り返
りカードにおいて生徒の記述には，「縫い方で見
た目が変わって驚いた」「市販品にはない達成感
があった」など，技能習得に伴う肯定的情動が多
くみられ，これが「情動的動機づけ（家庭科）」
の高さにつながったと考えられる。
また，「認知的動機づけ（実習）」が有意であっ

たほころび直しの練習では，「裾の調整に使える」
「服を直せるようになった」といった実用性への
気づきがみられ，技能の有用性を実感したことが
自己評価に結びついたと考えられる。巾着袋の製
作で「認知的動機づけ（家庭科）」が有意であっ

た点も，「丁寧に作業すると仕上がりが良い」など，
工程の意味を理解した経験が影響したと考えられ
る。

４．まとめと今後の課題

本研究は，家庭科における布を用いた製作が学
習者のエージェンシー育成にどのように寄与する
のかを，学習方略および動機づけの観点から検討
することを目的とした。分析の結果，以下の３点
が明らかとなった。
①　授業前・授業後比較では複数の学習方略の使
用が向上した。また，授業後の学習方略は全単
元で自己評価に有意に影響を及ぼし，「批判的
判断」や「関連付け」など省察に関する方略が
学習過程の自己評価に寄与していた。
②　授業前の動機づけは自己評価を説明する要因
になり得なかった。一方，授業後の動機づけは
全ての学習過程の自己評価を説明する要因にな
り得た。特に「情動的動機づけ（家庭科）」の
得点は，全ての項目に正の影響を及ぼし，授業
経験を通して形成される肯定的な情緒的価値づ
けが自己評価と関連していた。

表６　授業前の動機づけが学習過程の自己評価に与える影響
従属変数（自己評価）（β）

独立変数（動機づけ） 衣服の機能・手入れ 布の成り立ち・燃焼実験 ほころび直しの練習 巾着袋の製作
pre情動的動機づけ（実習） 0.01 0.27 -0.13 -0.12
pre認知的動機づけ（実習） -0.03 -0.14 0.08 0.21
pre情動的動機づけ（家庭科） 0.15 0.01 0.08 0.08
pre認知的動機づけ（家庭科） 0.07 0.10 0.17 0.12

R 2
0.03 0.05 0.06 0.09 *

調整済みR 2 -0.01 0.01 0.01 0.05 *
強制投入法による重回帰分析の結果　　　β：標準回帰係数　***p＜ .01，**p＜ .05，*p＜ .10　　　N＝95

表７　授業後の動機づけが学習過程の自己評価に与える影響
従属変数（自己評価）（β）

独立変数（動機づけ） 衣服の機能・手入れ 布の成り立ち・燃焼実験 ほころび直しの練習 巾着袋の製作
post情動的動機づけ（実習） -0.07 -0.13 -0.22 0.18
post認知的動機づけ（実習） 0.16 0.22 0.35 ** -0.25
post情動的動機づけ（家庭科） 0.47 *** 0.49 *** 0.49 *** 0.49 ***
post認知的動機づけ（家庭科） 0.15 0.17 0.12 0.30 **

R 2
0.42 *** 0.48 *** 0.49 *** 0.43 ***

調整済みR 2
0.40 *** 0.46 *** 0.47 *** 0.41 ***

強制投入法による重回帰分析の結果　　　β：標準回帰係数　***p＜ .01，**p＜ .05，*p＜ .10　　　N＝95



90

高山他：家庭科における布を用いた製作の意義

③　達成感や製作物への愛着，作業工程の意味理
解など，生徒の自由記述にみられた経験は，認
知的・情動的動機づけの高まりと一致していた。
これらの経験を通して学習者が自らの学びを意
味づけ，省察する過程が，自己評価の形成に寄
与し，家庭科の実習がエージェンシー育成に資
する可能性が示唆された。
以上より，家庭科の実習における自己評価は，

授業前の静的な動機づけや方略ではなく，授業経
験を通して形成される省察的な学習方略と，肯定
的な情動的・認知的動機づけによって支えられる
ことが明らかとなった。
本研究では，学習方略において有意な変化が認

められた。一方で，有意差のある項目における効
果量rは0.21～ 0.36であり，単一の授業実践のみ
でエージェンシーの構成要素を大きく変容させる
ことには限界があることも示唆された。しかしな
がら，本研究は家庭科の布を用いた製作という授
業文脈において，学習方略・動機づけと学習過程
の自己評価との関係を実証的に示した点に意義が
ある。
今後の課題としては，以下の２点が挙げられる。

第一に，本研究は単一校における布を用いた製作
の授業を対象としており，題材の種類，学習時期，
学校種の違いによって同様の効果が得られるか未
検証である。授業デザインや学習者特性の違いが
学習方略・動機づけの変容に及ぼす影響を検証す
る必要がある。第二に，本研究は授業直後の自己
評価を中心に分析したが，授業で獲得した学習方
略や動機づけが，生活場面や後続の学習において
持続的に発揮されるかどうか未検証である。縦断
的な調査を通じて，家庭科の実習経験がエージェ
ンシーの形成にどの程度寄与するのかを明らかに
することが求められる。

付記
本研究は，日本家庭科教育学会第６期課題研究

「テーマ２－１　エージェンシーの育成をめざし
た家庭科の実習―Well-beingを志向した探究スキ
ームの検討―」の一環として実施した。調査およ
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The Significance of Fabric-Based Production 
in Home Economics Education: Perspectives on Learning 
Strategies and Motivation within the Concept of Agency
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Abstract

This study examined how fabric-based production activities in home economics education promote 

learners’ agency, focusing on learning strategies and motivation. Agency was defined as the ability to 

make value-based decisions and take responsible action that contributes to personal growth and societal 

well-being. A pre- and post-lesson questionnaire was administered to 118 high school students who 

engaged in garment mending and drawstring bag production, and quantitative analyses including multiple 

regression were conducted. 

Three main findings emerged. First, several learning strategies such as teacher guided strategies, 

logical reasoning, and consideration of multiple perspectives significantly increased after the lessons. 

Post-lesson learning strategies served as explanatory factors for self-evaluation across all units. Second, 

pre-lesson motivation did not explain self-evaluation, whereas post-lesson motivation did. Emotional 

motivation related to home economics positively affected all aspects of self-evaluation, suggesting that 

positive emotional value formed through the learning experience was closely associated with students’ 

assessments. Third, open-ended responses indicated that experiences such as a sense of accomplishment, 

attachment to created items, and understanding the meaning of production processes aligned with 

increases in cognitive and emotional motivation, supporting learners’ meaning-making and reflection.

Overall, self-evaluation in practical lessons was supported not by static pre-class factors but by 

reflective strategies and positive motivation developed through fabric-based production experiences.

Key words; agency, sewing with fabric, learning strategies, multiple regression analysis, classroom 

practice
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１．緒言

被服製作の工程において，出来上がり線や裁断
線を引く際には定規注１）を用いることが一般的で
ある。特に小学校から高等学校においては，竹製
の定規（以下，竹尺）の使用率が高く，教室には，
長さ50㎝や100㎝の竹尺が常備されていることが
多い。一方で，現代の学校教育において児童・生
徒が文具として使用する定規は主にプラスチック
製（以下，プラスチック定規）である。しかしな
がら，被服製作実習においては，依然として竹尺
の使用が多く見られる。近年の児童・生徒は，衣
服に関する体験が減少しており，布や紙に線を引
く工程においても，慣れない竹尺の使用が児童・
生徒の苦手意識を助長している可能性がある。
子どもの手指の巧緻性に関する基礎的研究によ

り，製作活動における操作のしやすさを学習環境
の側から検討する視点の重要性が示唆されている。
先行研究では，裁ちばさみや針などの用具を対象
に，学校教育における使用実態や教育的観点から
の調査が報告されている（山本他，2003）。
本研究では，家庭科の被服製作実習で使用され

ている竹尺とプラスチック定規の操作性を，紙を
用いた直線描画操作に限定して比較を行う。これ

は，被服製作実習における線引き操作の基礎的技
能に着目し，布の厚みや弾性といった外的要因に
よる影響を最小化した条件下で，用具の操作性を
検討するためである。具体的には，被服製作にお
ける定規操作の評価にあたり，線引き・計測とい
った基礎的な用具操作要素を抽出する目的で，紙
媒体上での直線描画操作を課題として設定した。
これにより，児童・生徒にとってより扱いやすく
学びに適した定規のあり方を検討するとともに，
従来の用具使用慣習の再評価や技能習得に資する
指導改善への示唆を得ることを最終目標とする。
なお，本研究で用いる直線性および平行性の評
価方法は，大学生を対象とした先行研究（末弘他，
2023）において用いられたものである。当該研究
では，紙媒体上での線引き課題を通して，用具操
作における基礎的技能の定量化が可能であること
が示されている。
本研究では，この評価手法を援用し，中学生を
対象として適用することで，被服製作実習におけ
る用具操作の特徴を発達段階の観点から明らかに
することを目的とする。

２．「家庭科」教科書に掲載される
定規の種類及び材質

表１には，小学校，中学校で使用されている教
科書に掲載される，被服製作に用いる定規を示し
ている。なお，中学校において，開隆堂と東京書

研 究 論 文

Key words：

中学校家庭科における製作用具の操作性比較
―竹尺とプラスチック定規の実践的検証―
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籍の教科書にはプラスチック定規が掲載されてい
るが，これらは洋裁用として市販される方眼定規
である。
教科書に掲載されている用具を見る限り，特に

中学校では竹尺を必ず使用しなければならないと
いうルールは存在しないと言える。また，文部科
学省が示す教材整備指針（文部科学省『学校教材
の整備』2019）には「裁縫用具」との記載はある
ものの，定規やものさしといった個々の用具名に
ついての指定はなく，定規の材質についても特に
指定していないと考えられる。

３．中学校「家庭科 被服分野」で使用される
定規

（1）調査方法
中学校家庭科を担当する教員29名を対象に調査

を実施した。調査内容は，①被服実習における製
作内容，②被服実習において定規を使用する場面，
③生徒が使用している定規の種類・寸法・使用頻
度，④定規や被服教材に関して教員が感じている
点（自由記述）から構成した。
定規の使用実態については，生徒が被服製作実

習中に実際に使用している用具を対象とした。

（2）調査結果
生徒が使用している定規としては，竹尺とプラ

スチック定規の使用割合がおよそ９対１であり，
竹尺が圧倒的に多く使用されている実態が明らか
となった。
定規の使用場面については，主に「しるしつけ」

と「計測」の二種類に大別され，26名の教員（９
割）が「しるしつけ」を主な用途として挙げてい
た。このことから，被服実習における定規使用の
大半が，布地への出来上がり線等のしるしつけに

用いられていることが示された。
また，使用されている竹尺の寸法については，
長さ50㎝のものを使用しているとの回答が８割以
上を占めており，多くの中学校で同規格の竹尺が
採用されていることが確認された。
一方，定規に対する教員の評価を自由記述から
分析すると，竹尺に対する肯定的な意見は見られ
なかった。具体的には，「目盛りが読みづらく，
計測が困難な生徒がいる」「割れてしまう」「扱い
にくい」といった指摘が多く，使用感や学習上の
利点を理由に支持する記述は確認されなかった。
肯定的な見解がない中で，竹尺が使用されてい
る背景としては，「既存の竹尺が壊れていないた
め新たに買い替えられない」「予算が確保されて
いない」「特に深く考えずに実習室にあるものを
使っている」「竹製でなければならないと思って
いた」「竹尺は振り回しても折れにくい」という
意見が挙げられた。強度面におけるメリットは認
められるものの，生徒の学習効果を踏まえた用具
選定とはなっていない実態が示唆された。

４．竹尺とプラスチック定規
―形状・目盛・色等の違い―

表２に示す定規は，竹尺，100円均一で販売さ
れているプラスチック定規と洋裁用として市販さ
れる方眼定規の３種類であり，いずれも長さは50
㎝である。価格については，100円均一の定規を
除き，優良教材株式会社の教材カタログに掲載さ
れている税抜き価格を採用している。
竹尺の側面を観察すると，竹素材特有の「浮き」
が見られるが，これはプラスチック定規には見ら
れない現象である。この浮きを抑えながら線を引
く際は，非きき手で定規を押さえる必要があり，
これについては後述する。

表１　各種教科書に掲載される被服製作に用いる定規
科目名等 出版社 書籍名 記載名称 画像の種類 材質 長さ（㎝） 検定年 発行年
小学校
「家庭」

開隆堂 わたしたちの家庭科５・６ ものさし 写真 竹 30 令和５年 令和６年東京書籍 新編　新しい家庭５・６ ものさし 写真 竹 30，50
中学校

「技術・家庭
（家庭分野）」

開隆堂 技術・家庭［家庭分野］ ものさし，方眼定規 写真 竹，プラスチック 30

令和６年 令和７年東京書籍 新しい技術・家庭　家庭分野 ものさし，方眼定規 写真 竹，プラスチック 20，30，50
教育図書 新　技術・家庭　家庭分野 ものさし 写真 竹 20，30
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プラスチック定規に印字されている目盛に付記
されている数値は，左端から始まっており，基本
的には右ききの使用者を想定して作られている。
一方，竹尺は目盛の数値が印字されていない面に
おいてはきき手に関わらず使用できるが，0.1㎝
の細かい目盛が左側の10㎝部分にのみ配置されて
いることから，竹尺も右きき使用者を主に想定し
て設計されていると判断できる。

５．定規の使いやすさの検証

竹尺とプラスチック定規の使いやすさおよび引
かれた線の正確さを比較検証することを目的とし
て，それぞれの用具を用いた線引き検査を実施し
た。検査対象は中学１年生の男女74名である。な
お，用いるプラスチック定規は，方眼が印字され
ているタイプ（表２に示すプラスチック定規①）

であり，以降「方眼定規」と称する。被服製作に
おける線引き作業の多くは，型紙の作図を除き，
布上の線の正確さに依存するが，布の特性ゆえに
評価が難しい。そこで本研究は，より制御された
環境での線引き精度を検証し，その結果を被服製
作現場に応用可能な基礎データとして位置づける。

（1）実験方法
タテ５㎝，ヨコ25㎝の長方形を５個印刷した検
査用紙（Ａ３サイズ）を使用した（末弘他，
2023）。各長方形の内部に，2.5㎝間隔で平行線を
５本引き，その作業にかかる所要時間を測定した。
平行線を引く際に使用した定規は竹尺および方眼
定規である。
本調査では，定規の種類による操作性の違いに
着目するため，検査用紙および定規，使用する筆

表２　竹尺とプラスチック定規
竹尺 プラスチック定規① プラスチック定規②

表面

側面

浮き有 浮き無 浮き無

断面形状

曲線傾斜 直線傾斜 傾斜なし

目盛
上・下側共通

端から10㎝までは0.1㎝ごと
10㎝以降は0.2㎝ごと

上側：0.1㎝ごと
下側：0.5㎝ごと

上・下側共通
0.1㎝ごと

値表示 上・下側共通
5㎝，10㎝ごとに丸点

上側：1㎝ごとに数字
下側：罫線のみ，値表示なし

上・下側共通
1㎝ごとに数字

サイズ 2.3㎝×50㎝ 5.0㎝×51㎝ 5.0㎝×50㎝

厚さ

1.8㎜　　3.3㎜ 1.3㎜　　　　　　3.2㎜ 1.2㎜
重さ 0.33 g/㎠ 0.30 g/㎠ 0.13 g/㎠
材質 竹 プラスチック プラスチック
本体色 茶（竹色）・不透明 透明 透明
罫線色 黒 黒 赤
価格 480円 100円 1100円
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記具の種類は被験者間で同一条件とした。一方で，
筆圧や操作の癖など，個人差に起因する要因につ
いては統制対象外とした。

（2）測定方法
1）デジタルデータ化および保存
検査終了後の検査用紙をスキャナー（EPSON 

GT-S630）でPCに取り込み，解像度500dpi・モ
ノクロ設定でスキャンした。保存形式はJPEGと
した。

2）折れ点数
保存したJPEGデータをクレアコンポⅡ

（CREACOMPOⅡ，2025）に読み込み，パター
ンマジックⅡの直線作成機能を用いて，平行線に
対する接線を引いた。正しくまっすぐな線が描け
ている場合，接線は１本となる。接線同士のつな
ぎ目を折れ点（接線２本で折れ点１点）としてカ
ウントし，折れ点数をもって直線性の評価とした。

3）角度ずれ量
検査用紙に印字された長方形の縦線と，検査対

象者が記した横線の接点における角度（左右）を
計測した。完全に平行な場合，この角度は90°と
なる。線と線が垂直に交わった場合の角度が90°
であり，その場合に完全な平行線となることから，
計測値から90°を差し引き，その差分を「角度ず
れ量」と定義した。

4）高さずれ量
前述のように，検査対象者には，高さ2.5㎝の
位置（長方形のタテ方向の中心位置）に平行線を
引くよう指示した。そこで，実際に引かれた線が
どの高さに位置しているかを確認するため，縦方
向の高さを測定した。計測値から2.5㎝を差し引き，
その差分を「高さずれ量」と定義した。
直線性については，言うまでもなく「折れ」や

「曲がり」のない直線であることを前提としてい
るが，平行性に関しては，たとえ直線であっても
傾いた斜線である可能性があることから，別個の
測定項目として設定した。さらに，高さの測定に
ついても，たとえ線が平行であっても，描かれた
位置が高さ方向の中心からずれている場合がある

ため，本研究ではこれも評価対象に含めた。
直線性および平行性の測定方法は，大学生を対
象とした先行研究（末弘他，2023）で用いられた
手法を基にしている。先行研究では，高さ方向の
位置ずれは確認されなかったため，測定項目には
含めなかったが，中学生を対象とした本研究では，
高さ方向の位置ずれが認められたことから，新た
に評価項目として加えることとした。

（3）検査結果
1）折れ点数
図１には，折れ点における検査対象者ごとの平
均値を示している。全74名の検査対象者における
折れ点数の平均値は，方眼定規使用時で1.2，竹
尺使用時で4.1であった。なお，検査対象者F16
およびM6，M22の３名は左ききであり，その他
の71名は右ききであった注２）。
検査対象者ごとの折れ点数の平均値に関して，
方眼定規と竹尺との間で t検定を行った結果，１
％水準で統計的に有意な差が認められた。折れ点
数に関しては，竹尺を使用した場合の方が全体的
に多く見られた。特に，折れ点０では方眼定規の
方が竹尺の約7.4倍，折れ点１でも約4.6倍の割合
で多く出現した。一方，折れ点３では竹尺が約
3.0倍，折れ点４では約6.6倍，折れ点５では約
7.0倍，折れ点６では約6.2倍と，折れ点数が増え
るにつれて竹尺による出現率が顕著に高まった。
さらに，折れ点７以上に関しては，１名１回を除
き，すべて竹尺によるものであり，最大では19点
にまで達していた。
方眼定規よりも竹尺の方が折れ点の少ないケー
スは，全体の74名中わずか４名であり，その内訳
はF18，F43，F44，M11である。特にF18および
F43の２名においては，竹尺使用時に折れ点が，
3.8ポイント小さいという明確な差が認められた。
この結果から，この２名に関しては，竹尺の方が
より真っすぐな線を引けるということが示唆され
る。また，M11に関しては，方眼定規での平均得
点が0.2点，竹尺では０点であり，さらに５回す
べての折れ点が０であった生徒は，M11のみであ
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った。
全体を通して最も折れ点の平均が高かったのは

Ｍ７の竹尺使用時であり，各本における折れ点数
は，方眼定規使用時が１本目から順に１点，２点，
１点，１点，１点，竹尺使用時は14点，12点，19
点，10点，11点であった。この結果から，この
M7においては，明らかに方眼定規の方がまっす
ぐな線を引くことができたと言える。

2）角度ずれ量

方眼定規

折
れ
点
数
の
平
均
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個
） 竹尺14
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図１　平行線の直線性判断のための折れ点数

図２　左右における角度ずれ量の関係
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図２には，左右それぞれのずれ量を検査対象者
ごとに平均値を示している。なお，平均値が3.1°
以上であったのは，方眼定規使用時に１名，竹尺
使用時に７名の計８名であった。これらは全体傾
向と異なる外れ値の可能性があるため，集中傾向
を明確に把握することを目的として，図２には当
該８名を除いた66名のデータをプロットした。な
お，全74名の平均値は，方眼定規では右端0.37°，
左端0.32°，竹尺では右端0.78°，左端0.92°であっ
た。
各定規の角度ずれ量（平行性の指標）に注目す
ると，方眼定規の場合，X軸，Y軸ともに0～ 0.5°
の範囲に結果が集中していることがわかる。一方，
竹尺は0～ 1.0°の範囲に分布しており，方眼定規
に比べてずれの幅が大きい。これらの結果から，
角度のずれが小さく，より平行な線を引くことが
できたのは，方眼定規であったといえる。
検査対象者ごとの平均値を t検定により比較し

た結果，左側においてのみ５％水準で統計的に有
意な差が認められた。これは，多くの検査対象者
が左から右へと線を引く傾向があることと関係し
ている可能性がある。すなわち，引き始めである
左側において，使用する定規の種類や形状の影響
がより顕著に表れたと考えられる。

3）高さずれ量
図３には，左右それぞれのずれ量を検査対象者
ごとに平均値を示している。方眼定規，竹尺とも
に，左側のずれ量において0.2㎝以上の値は確認
されなかった。この結果は，先に述べた角度ずれ
量と同様，検査対象者が左端から線を引き始めて
いることが一因であると考えられる。
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全74名の平均値は，方眼定規使用時で右端
0.069㎝，左端0.060㎝，竹尺使用時で右端0.074㎝，
左端0.070㎝であった。肉眼で明らかに中心から
外れていると認識される，たとえば0.2㎝以上の
ずれを示す者を除けば，高さにおいてはおおむね
正確な位置に線が引かれていたことが分かる。ま
た，左端における0.1㎝以上のずれは竹尺使用時
に多く見られたが，これは竹尺の厚みや接地面の
浮きといった特性（表２参照）が影響している可
能性がある。

4）線の正確さ
「線の正確さスコア」を算出するために，各指
標の理想値（０点，０°，０㎝）からのずれを，
方眼定規，竹尺両方のデータを統合した全体の標
準偏差で除し，さらに１を加えて逆数をとる方法
を用いた。このスコアは，理想に近いほど１に近
づき，遠ざかるほど０に近づくよう設計されてい
る。測定した折れ点，測定して算出した角度ずれ

量の左右および高さずれ量の左右，計５項目につ
いて「線の正確さスコア」を算出した。

S＝

今回用いた「線の正確さスコア」は，単に折れ
点やずれ量の絶対値を比較するのではなく，全体
的な傾向の中での相対的な位置づけを視覚的に把
握することを目的として設計したものである。最
大値や最小値といった極端な例だけであれば，生
データの比較によっても把握可能であるが，標準
化を経たスコアを用いることで，複数の評価指標
を総合的に捉え，正確さの偏りや傾向を可視化す
ることができる。
図４は５つの指標に基づく「線の正確さスコ
ア」の全体平均値をレーダーチャートで示したも
のである。スコアは理想値に近いほど高くなり，
全体的に方眼定規使用時の方が高スコアとなる傾
向がみられた。方眼定規は折れ点の少なさや左右
の角度において，視覚的な美しさと精度の両面で
優れたパフォーマンスを示した。全体的な傾向と
しては，方眼定規の方がバランスよく美しさと精
度を両立しており，線を描くツールとしてより優
れていると評価できる。

図５は，「線の正確さスコア」の合計値が最も
高い検査対象者と最も低い検査対象者の結果を，
レーダーチャートで視覚化したものである。
スコアが最も高かった検査対象者は，方眼定規，
竹尺いずれの定規においても類似したダイヤグラ
ムを示し，全体として安定した精度の高い線が引
けていた。中でも，折れ点スコアにおいては方眼

1

1＋|x-0|
σ

図４　線描精度の５要素に基づくレーダーチャート
（全体）
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図３　左右における高さずれ量の関係
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総合点では，図５（1）に示した別の生徒の方が高
得点であり，総体的にはその生徒が最も正確な線
を描いたと評価される。このように，指標ごとに
異なる傾向や個人差が見られたが，全体としては，
描線精度の高い対象者は方眼定規・竹尺いずれに
おいても安定した正確さを示す傾向があり，使用
する用具にかかわらず高い技能を発揮する者の存
在が確認された。

5）線の正確さと作業時間
表３に示された値は，検査対象者74名が平行線
を５本引くのに要した時間の平均である。また，
各人が使用した２種類の定規（竹尺と方眼定規）
それぞれについて所要時間を比較し，より短時間
で作業できた用具を「時短」としてカウントした
人数も併せて記録した。
平均値から見ると，竹尺を用いた場合の所要時
間は方眼定規に比べて約1.2倍長く，中学生にお
いては竹尺の方が作業に時間を要する傾向が認め
られた。一方，大学生を対象とした同様の検査（末
弘他，2023）では，竹尺による所要時間は方眼定
規の約1.7倍と，差がより顕著であった。これは，
中学生が大学生に比べて，使用する定規の違いに
よる作業の円滑さへの影響を相対的に受けにくい
ことを示唆している。
大学生の平均所要時間は，方眼定規使用時で
53.9秒，竹尺使用時で93.0秒であり，竹尺の方が
明らかに長い時間を要した。加えて，竹尺を用い
た方が速かった学生は１名のみであり，全体とし
て方眼定規を用いた方が作業がより円滑に遂行さ
れていることがうかがえた（末弘他，2023）。

図６　折れ点が突出して高得点であった１名（M11）
のレーダーチャート
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図５　線描精度の５要素に基づくレーダーチャート
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定規の方が竹尺の約1.6倍（0.79と0.49）と高く，
明確な差が見られた。一方で，角度ずれ量に関し
ては左右ともに方眼定規の方がわずかに高く，ま
た高さずれ量においては，竹尺の方が若干高いス
コアを示した。
一方，スコアが最も低かった検査対象者におい

ては，竹尺使用時のダイヤグラムが明らかに小さ
く，総合スコアの低下は竹尺による結果が大きく
影響していることが読み取れる。唯一，竹尺にお
ける角度ずれ量Lスコアは0.69とやや高い値を示
したが，他の指標では全体的に低く，特に高さず
れ量も含め，総じて精度の低い結果であった。
次に，折れ点において最も正確な結果を示した

検査対象者の例を図６に示す。この生徒は，竹尺
使用時の折れ点が０，方眼定規では0.2であり（い
ずれも平均点），唯一の折れ点は方眼定規による
１本目の線に１点見られただけであった。全体で
10本の線を引いたうち９本が折れ点０であり，直
線性の観点からは最も高い正確さを示した生徒で
あるといえる。一方で，「線の正確さスコア」の
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これに対して中学生の所要時間は，両定規にお
いて大学生よりも長く，技能の習熟度や作業への
慣れといった面での差が影響していると考えられ
る。すなわち，中学生は定規の種類にかかわらず，
全体的に時間を要する傾向があり，その上で竹尺
ではさらに負荷が増すという構造が見て取れる。
こうした結果から，学齢や習熟度に応じた用具選
定の重要性が示唆される。
こうした観点からは，作業時間の短縮につなが

る用具の選定や指導法の工夫は，単なる「効率化」
以上の意味を持つと言える。特に，文部科学省
（2020）による「標準時間数の在り方について」
に示されているように，近年は教育課程全体の見
直しや学習内容の精選に伴い，家庭科の授業時間
が減少傾向にある。こうした現状では，限られた
授業時間内でいかに効果的かつ充実した学びを実
現するかが，大きな課題となっている。

図７　�作業時間と折れ点数，角度ずれ量，高さずれ量の関係
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たとえば，方眼定規の使用により，作業時間が
短縮されるのであれば，その分の時間を線の美し
さや正確さに関する振り返り，あるいは対話的な
学びや個別支援に充てることが可能となる。単に
「早く終わらせる」ことを目的とするのではなく，
より深い学びや質の高い指導へと時間を再配分で
きるという点で，教育的に大きな意味を持つ。
さらに，実技に対する苦手意識や不安感を抱え
やすい児童・生徒にとっても，スムーズに作業が
進められることは達成感や自信の獲得につながり
やすく，結果として教科への興味・関心を高める
契機にもなり得る。したがって，家庭科教育にお
いては，学習内容や目標に応じた教材・用具の選
定を，技能面・心理面の双方から見直していくこ
とが今後ますます重要となる。
図７は，X軸に作業時間，Y軸に折れ点，角度

ずれ量，高さずれ量の各平均値をプロットしたも
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のである。前述の通り，作業時間の短縮に関して
は方眼定規の使用が多く，線を引く速度が向上す
ることが確認された。そこで次の検討として，作
業時間と線の正確さとの関係について，74名の個
別データに基づき分析を行った。相関係数は表４
に示す通りであり，いずれの指標においても有意
な相関は確認されなかった（相関係数はすべてピ
アソンの積率相関係数を用いて算出）。
角度ずれ量においては最大値が14.5°であった
が，値の分布状況を視覚的に把握するため，Y軸
の最大値を２°に設定した。これに伴い，11名の
値がグラフに含まれていないが，相関係数の算出
には11名を含む全データを用いている。

６．定規の使いやすさ

検査終了後，使用感に関する自由記述を求めた
ところ，「竹尺が使いやすい」と回答した対象者
は１名，方眼定規は69名，どちらでもないが３名，
不明が１名であった。図８は，このうち唯一竹尺
を選択した対象者の「線の正確さスコア」に基づ
くレーダーチャートである。
当該対象者は竹尺使用時において全５指標で概

ね0.6程度のスコアを示し，レーダーチャートは
均整の取れた形状を呈していた。主観的評価と客
観的な描線精度とが一致した事例といえる。使い
やすさの理由として，「竹尺の方が平面にも立体
にも対応でき，日本の「和のなごり」を感じるこ
とができるので，私は竹尺の方が使いやすいと思

表４　作業時間と折れ点数，角度ずれ量，
高さずれ量の相関係数
折れ点 角度ずれ量 高さずれ量

左 右 左 右
竹尺 -0.169 -0.060 -0.168 -0.175 -0.224

方眼定規 0.054 -0.037 -0.005 -0.161 -0.322

います！（原文ママ）」と述べている。
個別の特性を考慮すれば，使用する用具の選定
を個々に委ねることも可能である。しかしながら，
学校教育においては集団としての傾向を重視すべ
きである。今回の結果から，多くの検査対象者に
おいて，使用する定規によって直線性が変化する
ことが明らかとなった。そのため，より直線性の
高い線が引ける用具として，方眼定規の使用が望
ましいと考えられる。

７．竹尺の浮きを押さえる力の測定

定規を用いて線を引く際，一般に非きき手で定
規を支えることが求められる。これは材質を問わ
ず共通の動作であるが，その際に必要となる力の
大小は，使用感や使いやすさに密接に関わってい
ると考えられる。
特に竹尺においては，非きき手での押さえに比
較的大きな力を要する。その要因のひとつとして，
竹尺特有の「湾曲」が挙げられる。竹は自然素材
であり，経年とともに節の部分を中心として湾
曲・変形する傾向がある。
折れ点が竹尺に有意に多い理由のひとつとして，
この湾曲のために竹尺を非きき手で押さえにくい
ことが考えられる。そこで本研究では，湾曲した
竹尺を床面に押し付ける際に必要な力を測定した。
使用機器は，SHIMPO社製デジタルフォース・
ゲージDFG-2KRである。経年変化により湾曲し
た竹尺５本を試料とし，それぞれ３回ずつ測定を
行った。
その結果，全体の平均値は392.9gf，標準偏差

図８　�竹尺が使いやすいと回答した検査対象者
（F18）のレーダーチャート
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表３　平行線をひくための所要時間と時短人数

使用定規 n 平均
（秒） 標準偏差 最小値 最大値 時短人数※

（人）
竹尺 74 173.1 69.393 42.0 396.0 19

方眼定規 74 142.8 66.314 30.0 340.0 54

同じ － － － － － 1

※時短人数とは，検査対象者が使用した竹尺および方眼定規の所要時
間を個別に比較し，より短時間で作業を完了した定規を「時短」と
してカウントした人数を示す。
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は90.495であった。中でも１本は最大値571gfを
記録し，元の竹の硬さによる個体差が顕著に表れ
た。一方で，他の４本は300gf台に収まっており，
標準偏差が大きくなった要因として，この１本の
数値が影響していることがわかる。
また，握力に関する先行研究（中雄ほか，

1994）によれば，きき手と非きき手との握力差は
平均して約３㎏あり，統計的にも有意差が認めら
れている。これを踏まえると，約400gfに近い力
を非きき手で安定して加えることは，特に児童や
高齢者にとって困難であると考えられる。その傾
向は，年齢が低くなるほど顕著であると推察され
る。なお，竹尺の湾曲による浮きは，机上から定
規を取り上げる際には指掛かりとなり，操作を容
易にする側面もある。しかしながら，線引き操作
中においては，この湾曲が定規の安定性を低下さ
せる要因となり，結果として正確な描画において
は，この不安定性が操作結果に与える影響の方が
相対的に大きいと考えられる。

８．結果

本研究では，家庭科における被服製作実習で使
用されている竹尺に着目し，教科書に掲載されて
いる被服実習用用具の内容確認，学校現場におけ
る定規の使用実態の調査，さらに竹尺と方眼定規
の使いやすさに関する検査を行った。その結果，
以下のことが明らかとなった。
（1）小学校および一社の中学校の家庭科教科書に
は，竹尺のみが被服実習用用具として掲載され
ていた。

（2）調査対象とした中学校においては，竹尺が主
に使用されており，約8割の家庭科教員が竹尺
を用具として活用していたものの，竹尺の使用
感に対して肯定的な意見は得られなかった。

（3）直線性・平行性・高さの観点から線の正確さ
を評価した結果，方眼定規は竹尺に比べて，折
れ点および左端の角度ずれ量が有意に小さく，
より正確な線を引くことができた。

（4）竹尺と方眼定規の使用感を比較した調査では，
比較的短時間で正確な線を引くことができるの

は方眼定規であることが確認された。
（5）使用感における主観評価では，９割以上の生
徒が方眼定規を支持した。

９．総合考察

小学校２年生の算数「長さ」の単元においては，
竹尺が教材として掲載されている。これは，長さ
の概念を理解し，物のサイズ感を把握するうえで，
目盛りの開始位置が定規の端から始まる「物差
し」が適しているとされるためである。
しかしながら，本研究が対象とした被服製作実
習という学習場面において，竹尺を使用すべき必
然性については再考の余地がある。なお，本論に
おいては，竹という素材そのものの適否とは切り
離して考察するものである。
たとえば，立方体などの立体物を内側から計測
する場合には，目盛りの始点が端にある用具が有
効である。小学校から中学校までの家庭科教科書
に掲載される製作例においては，そうした立体物
の内計測は含まれておらず，多くは平面上の線引
き（例：出来上がり線）が中心である。したがっ
て，目盛りの始点に余白があることによる実用上
の不都合は，ほとんど認められない。また，竹製
であることや，目盛りが端にあることの必然性に
ついても，確認されなかった。
以上の結果から，本研究の対象とした被服製作
実習において教材として竹尺を使用すべき決定的
な理由は本研究では認められなかった。むしろ，
使用感や描線の正確さの観点から，方眼定規の方
が優れており，教育的効果の面でもその使用が望
ましいと結論づけられる。
また，本研究における使用感の評価および自由
記述の分析からは，定規の扱いやすさが一様な操
作として捉えられているのではなく，「準備段階」
と「（線を引く）操作段階」とで異なる側面を有
していることが示唆された。
具体的には，竹尺の湾曲や細身の形状は，線引
き操作そのものにおいては定規の安定性を低下さ
せ，描線の制御を難しくする要因として作用する
一方，位置を変える際に持ち上げやすい，あるい



102

末弘他：中学校家庭科における製作用具の操作性比較

は取り回しがしやすいといった点では，準備段階
における利点として捉えられる場合があった。
一方，プラスチック定規は幅が広く，線引き操

作中の安定性に優れる反面，準備段階においては
動かしにくさを感じる対象者も存在した。これら
の結果は，定規の操作性が単純な「使いやすさ」
ではなく，操作の局面ごとに異なる評価軸をもつ
ことを示している。
さらに，被服製作の実習環境においては，竹尺

は素材特性として布当たりが柔らかく，目盛が端
から付されていること，また竹素材であるため経
年による目盛の狂いが生じにくいことから，被服
製作において長く用いられてきた経緯がある。加
えて，布色に左右されにくく，黒色など濃色布に
おいても目盛の視認性が保たれる点は，実習環境
における実用的利点の一つであると考えられる。
また，竹尺は素材特性として生地や手を傷つけに
くい点や，天然素材であることから廃棄時の環境
負荷が相対的に小さい可能性がある点も考えられ
る。
洋裁用方眼定規は，製図作業において直線と曲

線を同時に扱う場面や，寸法関係を視覚的に把握
する際に有効な道具として位置づけられてきた。
このように，定規の操作性や有用性は単一の評

価軸で捉えられるものではなく，使用される作業
内容や操作局面によって異なる意味をもつ。本研
究が対象とした被服製作実習における線引き操作
では，最終的な描線の正確さや操作中の安定性が
重視される場面が多く，その点においては，準備
段階での利便性よりも，操作段階における扱いや
すさが学習者の評価に影響したものと考えられる。
以上のような実用的観点からの検討とは別に，家
庭科教育においては，用具がもつ文化的・象徴的
価値もまた重要な論点である。
本研究では，竹尺と方眼定規の比較を通じて，

定規の接点における角度ずれ量を実測した。その
結果，ずれの程度は，一部の結果を除き，ごく僅
かであり，肉眼で明らかに線が折れ曲がって見え
るものではなかった。したがって，布地に引く出
来上がり線として考えた場合，両者のずれ量は実

用的に十分許容範囲内であり，この比較における
差異は実用上の影響が小さいことを付記しておく。
一方で，家庭科教育に携わる者の間では，竹尺
が伝統的かつ文化的価値を持つ用具として重視さ
れる傾向も根強く存在する。竹尺は，長年にわた
り家庭科教育で用いられてきた歴史的背景を有し
ており，教材や指導において象徴的な意味合いを
もつことも多い。その文化的価値を尊重すること
は，学校教育において重要な視点である。
本研究は，こうした竹尺の伝統的価値を否定す
るものではなく，現代の被服製作実習における教
材の実態や製作工程に即した，実用的かつ効率的
な用具選択の可能性を客観的に検討することを目
的としたものである。竹尺の文化的意義を尊重し
つつ，現行の教材や製作工程に即した用具の選定
を提案することにより，家庭科教育のさらなる発
展に資することを期待する。

付記
本研究を行うにあたり，武庫川女子大学研究支
援員の渡邉美幸氏に多大なるご協力をいただきま
した。ここに深く感謝申し上げます。また，調査
およびヒアリングにご協力いただきました生徒・
学生・教員の皆様に謝意を表します。

注
1）目盛りの開始位置が端からか否かを以って物差しと定
規を区別するが，本稿ではその区別をせず総称して「定
規」とした。
2）きき手の判断は，本研究の線引き検査において用いた
方の手とした。
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Abstract

In clothing construction practice in elementary, junior high, and high schools in Japan, bamboo 

rulers are often used. In contrast, most rulers that students carry in their pencil cases and are accustomed 

to using in daily life are plastic. With the spread of ready-made clothing, students today have limited 

experience in clothing construction, and some feel anxiety or difficulty in handling tools. The purpose of 

this study was to enhance learning outcomes by comparing the usability of bamboo and plastic rulers 

and reconsider the significance of bamboo rulers. Specifically, the presence of bamboo rulers in “Home 

Economics” textbooks at the elementary and some junior high school levels was confirmed. Additionary, 

a survey of junior high school teachers identified usage rates and reasons, and an experiment compared 

the usability of bamboo and plastic rulers in drawing straight lines. The survey revealed that about 80% 

of teachers used bamboo rulers, but few regarded it as strictly necessary and their use appeared to be 

based mainly on tradition. The experiment showed that plastic rulers enabled students to draw accurate 

straight lines more quickly compared to bamboo rulers. These results suggest that the significance of 

bamboo rulers should be reconsidered and that selecting production tools suited to students’ experience 

and learning objectives is important for effective instruction.

Key words; bamboo ruler, grid ruler, clothing construction, teaching materials, ruler
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１．はじめに

2000年の「児童虐待の防止等に関する法律」（以
下「児童虐待防止法」）施行後，さまざまな施策
が行われてきているが，わが国における児童虐待
事件は，残念ながら後を絶たないのが現状である。
「男性の育児休業取得促進等に関する参考資料
集」（厚生労働省，2020）によると，日本の夫の
家事・育児関連時間は１時間程度となっており，
女性に育児の負担が大きくのし掛かっている現状
が推察される。
児童虐待防止法第５条３に，「学校及び児童福
祉施設は，児童及び保護者に対して児童虐待の防
止のための教育又は啓発に努めなければならな
い」と明記されている。アン・コーン・ドネリー
（2003）は子ども虐待の予防を一次予防（全住民
を対象とする活動），二次予防（虐待のリスクを
持っていることが確認された個人を対象にする活
動），第三次予防（既に子どもを虐待した人を対
象にした活動）に分類し定義を行っており，その
中で一次予防，二次予防をいまだに如何なる虐待
も発生していない段階での予防としている。岡
本・薬師寺（2009）は，児童虐待防止における学
校の役割について，早期発見・通告，子どものケ

ア，予防（一次予防，二次予防），啓発をあげて
いる。一次予防は全住民を対象とした活動であり，
学校教育に置き換えると全生徒を対象とした教育
になる。児童虐待は次世代に引き継がれるおそれ
もあり，未然に防ぐためにはこれから親になって
いく可能性のあるもの全員を対象に予防教育を行
うことが何より効果的ではないだろうか。本研究
においては，児童虐待を未然に防ぐための教育を
児童虐待予防教育とする。
「子ども虐待対応の手引き」（こども家庭庁，
2024）には，虐待に至るおそれのある要因のうち
保護者側のリスク要因の一つに，育児の知識や技
術の不足があげられている。2024年度学校基本調
査（文部科学省）によると，高等学校進学率（通
信制・特別支援学校を除く）は98.6％とほとんど
の生徒が高校へ進学している現状があり，すべて
の高校生が育児の知識や技術について学習するこ
とは，児童虐待防止に繋がるであろうと考える。
高等学校学習指導要領は，2018年３月告示とな
り，学習指導要領解説家庭編（文部科学省，
2018）では，共通科目「家庭基礎」および「家庭
総合」において「子供の貧困や虐待（中略）など
を取り上げ」と記載されている。小・中学校学習
指導要領では，家庭科において児童虐待の記載は
なされておらず，高等学校家庭科保育分野におけ
る児童虐待予防教育の重要性が示唆される。そこ
で，高等学校家庭科において児童虐待予防教育が

高等学校家庭科における保育分野学習前後の
生徒の意識
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どの程度行われているかを検証するためにCiNii 
Article（国立情報研究所）を利用し，キーワー
ドに「家庭科」「児童虐待」「予防」を入力して検
索を行った。その結果，６件の論文が検索され，
そのうち授業実践に関するものは２件のみであっ
た。現時点において高等学校家庭科における児童
虐待予防教育，特に授業実践に関する研究は，十
分であるとは言い難い。そのため児童虐待防止に
繋がるであろうと考えられる育児の知識や技術を
学習することにより，これから親になる可能性の
ある高校生の児童虐待予防に繋がるような意識に
変化が見られるかを明らかにし，それらを検討す
ることで，有効な教育方法について考察すること
ができるのではないかと思い至った。そこで本研
究では，高等学校家庭科における児童虐待予防教
育の教材開発を行うための基礎資料を得ることを
目的とし，高校生の授業前後における意識の調
査・分析を行う。

２．研究目的

育児に関する授業を通じて高校生の児童虐待予
防に繋がるような意識がどのように変容するかを
明らかにし，高等学校家庭科における児童虐待予
防教育の教材開発の一助とする。

３．研究方法

（1）　調査対象
筆者が20XX年度に家庭総合保育分野の授業を

行った高校2年生236人を対象とした。そのうち性
別は，授業前「男子生徒」82人（38.9％），「女子
生徒」124人（58.8％），「無回答」５人（2.4％），
授業後「男子生徒」81人（38.4％），「女子生徒」
119人（56.4％），「無回答」11人（5.2％）であった。
なお，高等学校学習指導要領に示されている「男
女が協力して主体的に家庭や地域の生活を創造す
る能力と実践的な態度を育てる」という教科目標
が達成できることを目的とし，「乳幼児期の発達」
「愛着」「遊び」「生活習慣」「健康と安全」「子育て
環境」「子育て支援」「子どもの権利」「子どもの福
祉」についての授業を1校時50分で合計９回行っ

た（表１）。教科書は，東京書籍『家庭総合　自立・
共生・創造』を使用した。また，準拠教材学習ノ
ートを基にワークシートを作成したものを使用し
た。NHKすくすく子育て「意外と知らない保育
園・幼稚園」は，非認知能力は子ども主体の遊び
で育つ，NHKスペシャル「ママたちが非常事態
!?　最新科学で迫る　ニッポンの子育て」は，母
親の不安や孤独，夜泣きやイヤイヤ期を科学で解
明するという番組内容である。

（2）　調査方法
20XX年１月保育分野の授業初日に質問紙調査

（無記名）を行った。質問紙調査配布時にデータ
の対応をとるための数字が記入された用紙を質問
紙とともに封筒に同封し，236票配布した。回収
時にはその用紙を生徒が持っているファイルに綴
じ，回収する封筒にはその数字を記入するよう求
めた。回収数は236票，回収率は100％であった。
さらに，20XX年２月授業最終日に質問紙調査（無
記名）を行った。欠席者が９人いたため227票配
布した。回収時には授業初日に配布した数字が記
入された用紙を質問紙とともに封筒に同封するよ
う求めた。回収数は227票，回収率は100％であっ
た。２回の調査における有効回答数は211票であ
った。

（3）　調査内容
調査項目は，育児の知識や技術の不足が虐待に
至るおそれのある要因の一つであること，育児の
負担が女性に大きくのし掛かっている現状を踏ま
え，将来仕事と育児の両立を見据えているかを明
らかにし，男女における意識の差を分析すること
も考えて設定した。その上で「性別」，「身近な乳
幼児の存在」，「将来就職したいか」，「将来子ども
を持ちたいか」とその理由について，「乳幼児と
のふれあい」は３項目を４件法で，「育児休業の
取得について」，「男女の家事・育児参加につい
て」「性別役割分業意識」「母親の育児専念につい
て」の３項目は，４件法で回答を求めた。
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（4）　分析
結果の分析には，SPSS Statistics 25.0を使用
した。

（5）　倫理的配慮
本研究は大阪総合保育大学倫理審査委員会の承

認を得た（児保研－022）。調査協力は自由意志で
あること，回答をもって調査協力の意思があると
することを文書にて通知した。また，統計処理し
た結果の報告であり，個人が特定される情報は含
んでおらず，調査の実施にあたっては当該管理職
の許可を得た。

４．結果

「性別」とすべての質問項目についてχ2検定を
行った。結果が有意であると判断された場合，残
差分析を行った。結果を表２に示す。また，性別
ごとの授業前後についてマクネマー検定を行った。
結果を表３に示す。

（1）乳幼児とのふれあい（図１）
1）「乳幼児にミルクを飲ませたり，ごはんを食
べさせたことがありますか」の質問については「な
い」と回答した生徒は，授業前116人（55.0％）
授業後117人（55.5％）であった。

表１　授業構成
回 学習主題 学習目標 主な教材・キーワード

１
乳幼児期
の発達

乳幼児期の心身の発達を理解することで，しつけに
おける不適切な養育を予防するための知識を習得す
る。

NHK DVD教材 子どもの成長～新生児から
幼児まで～（教育図書）

２ 愛着

乳児期の親との関わりによるアタッチメントの形成
は将来の人間関係の基礎となることを理解する。そ
のうえで，親以外との関わりであってもアタッチメ
ントが形成されるため，地域の一員として子どもの
成長に関わることの意味について考えることができ
るようにする。

アタッチメントの形成（アタッチメントは表
現や対象は変化するが，生涯を通じて持ち続
ける），愛着行動

３ 遊び
子どもは遊びを通して運動機能，知的好奇心，探求
心などを高めたり，子ども同士の遊びの中で社会性
が生まれたりするなど，子どもにとって遊びが重要
であることを理解する。

仲間との遊び方，遊びの種類，NHKすくす
く子育て「意外と知らない保育園幼稚園」視
聴

４

生活習慣

基本的生活習慣，社会的生活習慣の形成について理
解することで，大人の生活習慣が子どもに与える影
響について考えさせる。また，基本的生活習慣の発
達の目安を理解することで，しつけにおける不適切
な養育を予防するための知識を習得する。

生活習慣の形成（子どもは身近なおとなの模
倣をする），基本的生活習慣の発達の目安

健康と
安全

健康管理と安全への配慮について理解することで，
子どもの重大な病気の予防や事故の予防に関する知
識を習得する。

子どもの日常の健康状態を知る，予防接種，
乳幼児の事故

５・６ 子育て
環境

育児不安や孤立感を取り上げ，現代の子どもや子育
て家庭を取り巻く社会環境の課題について理解し，
母親だけでなく父親も育児参加をすることや子育て
支援の必要性について気づく。

NHKスペシャル「ママたちが非常事態!?　
最新科学で迫る　ニッポンの子育て」視聴・
『「ワンオペ育児」私のことだ夫不在，助けな
く破綻寸前』読み，どうすれば育児中の母親
が不安や孤独を感じなくなるかを班で話し合
い発表

７
子育て
支援

現代の子育て環境を理解したうえで，家庭だけでは
なく社会全体で子育てを支援していくことが児童虐
待防止につながることを理解する。また，高校生が
できる子育て支援について気づく。

夫の家事・育児時間国際比較，育児休業取得
率男女割合，育児に関連する法律，集団保育

８・９
子どもの
権利・子
どもの福
祉

児童憲章や児童福祉法，児童の権利に関する条約な
どに示された児童福祉の理念について，子どもは保
護され養育される存在としての権利をもつとともに，
権利行使の主体であることを理解する。そのうえで，
児童虐待を防止することの重要性を理解する。

児童虐待は重大な権利侵害，児童虐待防止法，
児童虐待の定義，虐待のリスク要因，通告義
務

児童福祉法，児童憲章，子どもの権利条約
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表２　性別とその他の質問項目との関連
性別

値 自由度 有意確率男子生徒 女子生徒
度数 ％ 残差 度数 ％ 残差

授
業
前

身近に乳幼児が
いる

はい 12 14.8 -1.9 32 25.8 1.9
3.512 1 0.061

いいえ 69 85.2 1.9 92 74.2 -1.9

将来就職する
はい 73 89.0 -1.1 115 93.5 1.1

1.294 1 0.255
いいえ 9 11.0 1.1 8 6.5 -1.1

将来子どもを持
ちたい

はい 60 76.9 -0.9 98 82.4 0.9
0.875 1 0.350

いいえ 18 23.1 0.9 21 17.6 -0.9
乳幼児にミルク，
ご飯

ある 24* 29.3 -3.6 67* 54.5 3.6
12.660 1 0.000*

ない 58* 70.7 3.6 56* 45.5 -3.6
乳幼児のおむつ
交換

ある 8* 9.8 -4.3 45* 36.3 4.3
18.186 1 0.000*

ない 74* 90.2 4.3 79* 63.7 -4.3
乳幼児をだっこ，
遊ぶ

ある 57* 69.5 -2.6 104* 84.6 2.6
6.603 1 0.010*

ない 25* 30.5 2.6 19* 15.4 -2.6
夫婦とも育休取
得

取る 43 54.4 1.5 49 54.1 -1.5
2.282 1 0.131

取らない 36 45.6 -1.5 64 58.9 1.5
男女の家事・育
児参加

そう思う 78 95.1 -1.4 121 98.4 1.4
1.831 1 0.220

そう思わない 4 4.9 1.4 2 1.6 -1.4
性別役割分業意
識

そう思う 32 39.0 0.8 41 33.3 -0.8
0.695 1 0.404

そう思わない 50 61.0 -0.8 82 66.7 0.8

母親の育児専念
そう思う 55* 67.1 -2.9 104* 84.6 2.9

8.637 1 0.003*
そう思わない 27* 32.9 2.9 19* 15.4 -2.9

授
業
後

身近に乳幼児が
いる

はい 12 14.8 -1.5 28 23.7 1.5
2.376 1 0.123

いいえ 69 85.2 1.5 90 76.3 -1.5

将来就職する
はい 78 97.5 1.1 111 94.1 -1.1

1.294 1 0.255
いいえ 2 2.5 -1.1 7 5.9 1.1

将来子どもを持
ちたい

はい 57* 73.1 -2.0 95* 84.8 2.0
3.964 1 0.046*

いいえ 21* 26.9 2.0 17* 15.2 -2.0
乳幼児にミルク，
ご飯

ある 22* 27.2 -4.0 66* 55.9 4.0
16.119 1 0.000*

ない 59* 72.8 4.0 52* 44.1 -4.0
乳幼児のおむつ
交換

ある 12* 14.8 -3.1 41* 34.5 3.1
9.543 1 0.002*

ない 69* 85.2 3.1 78* 65.5 -3.1
乳幼児をだっこ，
遊ぶ

ある 56* 69.1 -2.0 97* 81.5 2.0
4.107 1 0.043*

ない 25* 30.9 2.0 22* 18.5 -2.0
夫婦とも育休取
得

取る 56 69.1 0.6 76 65.0 -0.6
0.376 1 0.540

取らない 25 30.9 -0.6 41 35.0 0.6
男女の家事・育
児参加

そう思う 78 96.3 -0.9 116 98.3 0.9
0.791 1 0.374

そう思わない 3 3.7 0.9 2 1.7 -0.9
性別役割分業意
識

そう思う 26 32.1 1.0 30 25.4 -1.0
1.058 1 0.304

そう思わない 55 67.9 -1.0 88 74.6 1.0

母親の育児専念
そう思う 44* 54.3 -5.0 100* 86.2 5.0

24.659 1 0.000*
そう思わない 37* 45.7 5.0 16* 13.8 -5.0

（＊p＜0.05）
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表３　性別ごとの授業前後における変容
男子生徒 女子生徒

授業後 有意確率 授業後 有意確率

身近に乳幼児が
いる

授
業
前

はい いいえ
1.000

授
業
前

はい いいえ
0.804はい 8 4 はい 22 9

いいえ 3 66 いいえ 7 85

将来就職する
はい いいえ

0.070
はい いいえ

0.727はい 71 1 はい 111 3

いいえ 7 2 いいえ 5 3

将来子どもを持
ちたい

はい いいえ
0.453

はい いいえ
0.500はい 54 5 はい 98 0

いいえ 2 16 いいえ 2 17

乳幼児にミルク，
ご飯

ある ない
0.687

ある ない
0.791ある 6 2 ある 21 8

ない 4 70 ない 6 86

乳幼児のおむつ
交換

はい いいえ
1.000

はい いいえ
0.687ある 2 2 ある 19 2

ない 2 76 ない 4 99

乳幼児をだっこ，
遊ぶ

はい いいえ
0.227

はい いいえ
0.063ある 21 8 ある 45 20

ない 3 50 ない 9 49

夫婦とも育休取
得

取る 取らない
0.012*

取る 取らない
0.000*取る 39 4 取る 43 4

取らない 16 19 取らない 29 34

男女の家事・育
児参加

そう思う そう思わない
0.687

そう思う そう思わない
1.000そう思う 76 2 そう思う 118 2

そう思わない 4 0 そう思わない 2 0

性別役割分業意
識

そう思う そう思わない
0.503

そう思う そう思わない
0.164そう思う 20 12 そう思う 20 21

そう思わない 8 42 そう思わない 12 69

母親の育児専念
そう思う そう思わない

0.052
そう思う そう思わない

0.648そう思う 39 16 そう思う 94 8

そう思わない 6 21 そう思わない 11 7

（＊p＜0.05）

「よくある」「ときどきある」「たまにある」の３
回答を「ある」とし，回答を２分化し分析を行っ
た。その結果，χ2検定のみ授業前後ともに有意
な差がみられた（p＜0.05：表２）。「ある」と回
答した女子生徒および「ない」と回答した男子生
徒が有意に多かった。

2）「乳幼児のおむつを換えたことがあります
か」の質問については，授業前後ともに「ない」
と回答した生徒は156人（73.9％）であった。「よ
くある」「ときどきある」「たまにある」の３回答
を「ある」とし，回答を２分化し分析を行った。
その結果，χ2検定のみ授業前後ともに有意な差

がみられた（p＜0.05：表２）。「ある」と回答し
た女子生徒および「ない」と回答した男子生徒が
有意に多かった。

3）「乳幼児をだっこしたり，遊んだりしたこと
がありますか」の質問については，授業前「ない」
45人（21.3％），授業後「ない」50人（23.7％）
であった。「よくある」「ときどきある」「たまにあ
る」の３回答を「ある」とし，回答を２分化し分
析を行った。その結果，χ2検定のみ授業前後と
もに有意な差がみられた（p＜0.05：表２）。「あ
る」と回答した女子生徒および「ない」と回答し
た男子生徒が有意に多かった。
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（2）育児休業の取得
「もしあなたが将来仕事をしながら子どもを持
った時，子育てをどのように行っていきたいと思
いますか」の質問については，「夫婦ともに育児
休業を取得して子どもを育てる」，「妻が育児休業
を取得して子どもを育てる」，「夫が育児休業を取
得して子どもを育てる」，「夫婦ともに育児休業を
取らず保育施設の利用や家族などの協力により子
どもを育てる」，「妻がいったん仕事を辞めて子育
てに専念する」，「夫がいったん仕事を辞めて子育
てに専念する」のいずれにあてはまるか回答を求
めた。結果を表４に示す。

「夫婦ともに育児休業を取得して子どもを育て
る」とそれ以外の回答で２分化し分析を行った。
その結果，マクネマー検定のみ男女ともに有意な
差がみられた（p＜0.05：表３）。男女ともに授
業前は「夫婦ともに育児休業を取得して子どもを
育てる」以外の回答をした生徒のうち，授業後に
「夫婦ともに育児休業を取得して子どもを育て
る」と回答が変化した生徒が有意に多かった。

図１　乳幼児とのふれあい

いいえ

男 女
食事介助経験

男 女
おむつ交換経験

男 女
抱っこ・遊ぶ経験

は　い
72.8
27.2

44.1
55.9

85.2
14.8

65.5
34.5

30.9
69.1

15.4
84.6

（％）

表４　育児休業の取得
授業前 授業後
人 ％ 人 ％

夫婦ともに育休取得 94 44.5 141 63.8
妻が育休取得 50 23.7 43 19.5
夫が育休取得 0 0 0 0

保育施設や家族の協力 25 11.8 9 4.1
妻がいったん退職 28 13.3 20 9

夫がいったん退職 0 0 0 0

（3）ジェンダーに関わる項目（図２）
1）男女の家事・育児参加
「女性も男性も役割分担して，家事・育児に積
極的に関わるべきだ」の質問に，授業前「そう思
う」146人（69.2％），授業後「そう思う」170人（80.6
％）であった。
「そう思う」「ややそう思う」を「思う」，「あま
りそう思わない」「そう思わない」を「思わない」
と回答を２分化し，分析を行ったが有意な差はみ
られなかった。

2）性別役割分業意識
「夫は外で働き，妻は家庭を守るべきだ」の質
問に，授業前「あまりそう思わない」77人（36.5％），
「そう思わない」58人（27.5％），授業後「あまり
そう思わない」104人（49.3％），「そう思わない」
45人（21.3％）であった。
「そう思う」「ややそう思う」を「思う」，「あま
りそう思わない」「そう思わない」を「思わない」
と回答を２分化し，分析を行ったが有意な差はみ
られなかった。

3）母親の育児専念
「子どもが３歳くらいまでは，母親は育児に専
念するほうがよい」の質問に，授業前「あまりそ
う思わない」31人（14.7％），「そう思わない」15
人（7.1％），授業後「あまりそう思わない」40人
（19.0％），「そう思わない」15人（7.1％）であった。
「そう思う」「ややそう思う」を「思う」，「あま
りそう思わない」「そう思わない」を「思わない」

図２　ジェンダーに関わる項目

そう思わない
そう思う

男 女
男女の家事・育児参加 性別役割分業意識 母親の育児専念

男 女 男 女

3.7
96.3

1.7
98.3

67.9
32.1

74.6
25.4

45.7
54.3

13.8
86.2

（％）
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と回答を２分化し，分析を行った。その結果，χ2

検定のみ，授業前後ともに有意な差がみられた（p
＜0.05：表２）。「そう思う」と回答した女子生徒
および「そう思わない」と回答した男子生徒が有
意に多かった。

５．考察

（1）　乳幼児とのふれあい経験
乳幼児とのふれあい経験については，男子生徒

よりも女子生徒の方に経験者が多い結果となった。
このことは，男子生徒に比し女子生徒の方が身近
に乳幼児がいると回答したものが多いことと関連
すると考えられなくもない。しかしながら，「身
近に乳幼児がいる」と回答した男子生徒は12人い
たが，「ミルクを飲ませたり，ご飯を食べさせた」
経験のあるものは，授業後10人（83.3％），「おむ
つを換えた」経験のあるものは，授業後４人（33.3
％）であった。一方「身近に乳幼児がいる」と回
答した女子生徒は，授業後28人で「ミルクを飲ま
せたり，ご飯を食べさせた」経験のあるものは，
授業後28人（100％），「おむつを換えた」経験の
あるものは，授業後24人（71.4％）であった。単
純比較はできないものの，身近に乳幼児がいたと
しても，男子生徒は女子生徒よりもふれあう機会
を持たないものの人数が多いのではないかと考え
られる。

（2）育児休業の取得
授業前と比し授業後に「夫婦ともに育児休業を

取得して子どもを育てる」と回答したものが，男
子生徒は約15％，女子生徒は約10％高い割合とな
ったことは，授業内容に「育児不安」「ワンオペ
育児」などを取り入れたことにより，生徒が育児
の困難さを感じ取れた結果ではないだろうか。授
業を通じて「育児は一人でするものではなく周囲
の協力が必要である」との認識に至ったのではな
いかと考える。

（3）ジェンダーに関わる項目 
授業前後における「男女の家事・育児参加」「性

別役割分業意識」「母親の育児専念」の３項目に
ついてはほぼ同数であり，あまり差はみられなか
った。授業において生徒の認識を変容させること
の限界を感じる結果となった。「子どもが３歳く
らいまでは，母親は育児に専念するほうがよい」
のみ授業前後ともに有意な差がみられ，男子生徒
より女子生徒の方が肯定する傾向がより顕著であ
った。「そう思う」と回答した女子生徒が授業前
では約17％男子生徒よりも高い割合であったが，
授業後は約32％とさらに高い結果となっている。
授業を通じて男子生徒の中には母親は育児に専念
するほうがよいとは思わないとの考えに至った生
徒が見られたが，女子生徒の「母親は育児に専念
するほうがよい」との考えの変容には至らなかっ
た。育児は母親の役割であるとの固定観念に男子
生徒よりも女子生徒の方がとらわれているものが
多いのではないかと考える。

６．結論

「乳幼児とのふれあい経験」について，乳幼児
をだっこしたり遊んだりした経験のある生徒は約
80％であった。そのうち実際に乳幼児の世話をし
たことのある生徒は，食事の介助が約50％，おむ
つ交換にいたっては約25％の生徒しか経験がない。
「健やか親子21（第２次）」検討会報告書（厚生労
働省，2014）には，親が感じる育てにくさの１要
素として，「親の子育て経験の不足や知識不足に
よるもの」があげられている。多くの生徒が親に
なる前の子育て経験を持つことは，育児不安の解
消要因の一つとなり得るだろう。
「健やか親子21」検討会報告書（厚生労働省，
2000）に育児不安対策の一つとして「子どものこ
とについてよく知らない親の出現も指摘されてい
るが，子育てについての知識や技術や体験する機
会の提供等が必要である。特に，親が自分自身の
子育てに対する気持ちをしっかりと持つことが重
要で，そのための支援を，できるだけ早期に学校
教育から行うことが必要である。また，母性・父
性の涵養を目指す乳幼児との触れ合い体験のよう
な理解を促進するアプローチも重要である。」と
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学校教育による乳幼児との触れ合い体験で親性を
育成することの重要性が明記されている。岡野他
（2012）は，幼児とのふれあい体験により，「幼児
への関心が上昇すること，幼児に対するイメージ
が良好になること，幼児の発達に関する知識が獲
得されることは，幼児への共感的応答性を高める
ことにとって重要であることが確認された」と教
育的効果を述べている。一方で，伊藤（2007）に
よると，高等学校家庭科における保育体験学習は，
必修科目および選択科目において数％しか実施さ
れていないとの報告がある。実施できない理由と
しては，保育体験学習の時間が取れない，人数が
多すぎて連れていけない，教師の方が忙しくて実
施できない等があった。
学習指導要領においても高等学校家庭科では，

従前通り乳幼児と適切に関わる技能を身に付ける
ために，幼稚園や保育所及び認定こども園を訪問
したり，親子を学校に招いたりするなど，地域等
との連携・交流をすることが大切であると明記さ
れており，そのため教師には学校内外の協力体制
を構築することが求められている。「子ども・子
育て応援プラン」（厚生労働省，2006）では，「保
育所，児童館，保健センター等で中・高校生が乳
幼児とふれあう機会を提供するための受入を推進
する」と明記されている。このことからも，家庭
科教員にすべてを任せるのではなく，国や地方自
治体による保育体験学習のシステム化が望まれる。
「男性の育児休業取得促進等に関する参考資料
集」（厚生労働省，2020）によると，約５割の女
性が育児・出産により退職をしており，その理由
としては，「仕事を続けたかったが，仕事と育児
の両立の難しさで辞めた」が最も多い。その一方
で夫の家事･育児時間が長いほど，妻の継続就業
割合が高く，また第２子以降の出生割合も高い傾
向にある。令和元年度の男性の育児休業取得率は
7.48％であった。三菱UFJリサーチ＆コンサル
ティング「仕事と育児等の両立に関する実態把握
のための調査研究事業報告書」（2018年度）によ
ると「男性・正社員」について，育児休業制度の
利用を希望していたが，利用しなかった割合は

37.5％となっている。その理由は，「会社で育児
休業制度が整備されていなかったから」，「収入を
減らしたくなかったから」，「職場が育児休業制度
を取得しづらい雰囲気だったから」が多くなって
いる。
調査結果では，授業後に「夫婦ともに育児休業
を取得して子どもを育てる」と回答した生徒が授
業前に比し20％高い割合となり，63.8％であった。
たとえ生徒が夫婦ともに育児休業を取得すること
を望んだとしても，わが国の現状では非常に困難
を伴うことが予想される。また，「子どもが３歳
くらいまでは，母親は育児に専念するほうがよ
い」と思う女子生徒は，授業前後ともに約85％と
高い割合であった。女性が妊娠・出産により仕事
を退職せざるをえない，あるいは男性が育児休業
を取得しづらい現状と，女子生徒が母親は育児に
専念するほうがよいと思う背景には，日本社会に
おけるジェンダー不平等が少なからず影響してい
るのではないかと考える。世界経済フォーラムが
ジェンダー・ギャップ指数を算出している（内閣
府，2025）。日本は0.666で，順位は148か国中118
位であった。SDGsの５番目のターゲット「ジェ
ンダー平等を実現しよう」は，日本が取り組めて
いないとされるもののうちの一つでもある。従前
より高等学校家庭科ではジェンダー教育が行われ
てきたが，なおいっそうジェンダー教育を行うこ
との重要性が示唆された。
「子ども虐待対応の手引き」（こども家庭庁，
2024）には，虐待に至るおそれのある要因の一つ
に，保護者の育児の知識や技術の不足があげられ
ている。高等学校進学率98.6％とほとんどの生徒
が高校へ進学しているのが現状であり，また，調
査結果から，「将来子どもを持たない」と回答し
た生徒は約20％存在するが，残りの約80％の生徒
は親になることを望んでいる。高校生を対象に児
童虐待予防教育を行うことは，やはり効果的であ
ろうと考える。
本研究は，育児に関する授業を通じて高校生の
児童虐待予防に繋がるような意識がどのように変
容するかを明らかにし，高等学校家庭科における
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児童虐待予防教育の教材開発の一助とすることを
目的とした。実現には課題が多いものの保育体験
学習を推進すること，およびジェンダー教育のさ
らなる推進とともに，子育てについての知識の伝
達も重要な児童虐待予防教育になることが示唆さ
れた。今後，これら３点を基にした具体的な授業
計画および授業案の作成が必要である。
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Student Awareness Before and After Studying Child Care 
in High School Home Economics Courses

Kazumi TABUKI

Osaka Prefectural Fuse High School

Abstract

Article 5, Paragraph 3 of the Child Abuse Prevention Law stipulates that “schools and child welfare 

institutions shall strive to educate and enlighten children and their guardians regarding the prevention 

of child abuse.” The high school course of study was announced in March 2018. In high school home 

economics curriculum guidelines (Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology, 2018), 

the topic of child abuse was made a compulsory subject. This study examines and analyzes high school 

student awareness of child-rearing with the aim of obtaining basic materials on the prevention of child 

abuse, thereby developing teaching resources for high school home economics courses. Despite there 

being various challenges in actualization, it is essential to promote child-rearing learning experiences 

and gender education, and spread knowledge about child-rearing through the development of teaching 

materials on the concept of preventing child abuse.

Key words; high school home economics course, child abuse, prevention education
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学会記事

１．フード・シティズンシップ教育の意義
現代社会において，気候変動や国際紛争による食料
供給の不安定化，さらに日本の低い食料自給率は，生
命や自由を脅かす課題となっている。本研究は，こう
した背景を踏まえ，日本で未開拓であった「フード・
シティズンシップ」に焦点を当て，その定義と教育理
論を，基本的人権の実現という観点から構造化して示
した。さらに，具体的な教材と授業を開発し，日本と
オーストラリアでの国際共同授業を実施して，その役
割と可能性を実証的に明らかにすることを目的とした。
フード・シティズンシップ教育は，ESD（持続可能
な開発のための教育）としての食育を実現するための
極めて重要な教育として位置づけられる。
２．フード・シティズンシップの定義と教育理論
先行研究の分析により，フード・シティズンシップ
を「安全で栄養学的に適切な食品の選択により，自然
と共生して生命・健康と自由を確保し，また，他者・
コミュニティ・社会と連帯して平等と公正を確保でき
ることを理解して行動することで，生産から消費に至
る持続可能なフードシステムを形成する個人の権利と
責任である」と定義した。さらに，フード・シティズ
ンシップ教育を，人権を実現する観点から，４段階に
構造化して示した。第一に「自然共生」の分野であり，
家族や地域での食を通じて生命と自由を確保する。第
二に「コミュニティの連帯」の分野であり，地元の食
文化や道徳的な内実を見出す。第三に「社会の連帯」
の分野であり，市場経済を理解し，健康な食事を保障
するルール・システムを新たに提案する。第四に「国
や国際社会の連帯」の分野であり，公正を追求し，参
政権の行使を通じて国際的なフードシステムの構築に
参画する。
３．日本とオーストラリアのカリキュラムの比較考察

日本とオーストラリアの国家カリキュラムを比較し
た結果，ローカルおよびグローバルな課題に対応でき
る能力を育成するためには，日本の家庭科での消費者
の視点による学習に加え，オーストラリアにおける生
産者と消費者の両方の立場から，倫理性，国際性，持
続可能性を考える多角的な視点が参考になると考えら
れた。これらの視点により，フードシステムに主体的
に関与する能力を身につけることが可能になる。
４．日豪でのフード・シティズンシップ国際共同授業

の実践と成果
前述の４分野に基づいた52トピックのカードゲーム

形式の教材を開発し，2024年に日本とオーストラリア
の中等教育学校（日本160名，オーストラリア約100名）
において国際共同授業を実施した。分析の結果，生徒
は獲得した知識を基に，ローカルな実践とグローバル
な連帯を結びつけ，協働的な課題解決策を提案した。
生徒の多角的な視点の獲得と，社会参画への意欲向上
が確認された。これは，家庭科を中核としたESDモ
デルが，個人の主体的・対話的で自由な思考を可能に
し，社会課題の解決に向けた条件整備への提言を導き
出す主権者教育となることを明らかにした。
５．結論と今後の展望
本研究は，人権の実現を「食」の観点から構造的に

理解する学習環境を構築した点に独創性がある。今後
の展望として，教科間連携による推進体制の構築，
ICTを活用した国際共同授業の拡充，および初等から
高等教育に至る重層的な学習プログラムの開発が挙げ
られる。本研究は，食を通じた自由とウェルビーイン
グによる人権の実現というESD（持続可能な開発の
ための教育）モデルを示し，家庭科における主権者教
育としての現代的役割を理論的かつ実証的に解明した。

（井元　りえ）

令和７年度　博士論文要旨（家庭科教育関係）
（　）は指導者名

フード・シティズンシップ教育の理論と実践
Theory and Practice of Food Citizenship Education

女子栄養大学大学院栄養学研究科栄養学専攻博士課程・
鳴門教育大学大学院学校教育研究科　小野瀬　裕　子
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食物アレルギー生徒の増加により，学校では家庭科
調理実習における安全確保と学習の機会均等が求めら
れている。本研究は，食物アレルギーの有無にかかわ
らず全ての生徒が参加し，共に調理，喫食し，学ぶこ
とができる「ユニバーサル調理教育」の実現に向けて，
三大アレルゲンを除去した「ユニバーサルレシピ」の
開発と，それを用いた「ユニバーサル調理実習」を実
践し，その教育的意義を多面的に検証した。
第１章では，食物アレルギーに関する学校教育の現
状と課題を先行研究から分析したところ，実践的教育
プログラムや教員研修に関する研究は乏しかった。筆
者の中学校教員時代の実践からは，アレルギーの心配
なく学習に集中できる環境が生徒の知識・技能の獲得
を促進し，家庭での調理機会増加や食育に寄与するこ
とが示された一方，アレルギー生徒の調理経験不足に
よる技能面の課題が浮き彫りとなり，教員による生徒
の調理経験把握と対応の必要性が明らかとなった。
第２章では，2022年に実施した全国調査をもとに，
学校現場における食物アレルギー対応の課題を検討し
た。学校給食に関する指針やガイドラインの徹底が不
十分で，家庭科調理実習における具体的な対応策が欠
如していた。家庭科教員の意識や対応方法にばらつき
があり，ヒヤリハット事例も報告されている。これら
の課題から，食物アレルギー対応マニュアルの整備，
教員研修の充実，誰一人取り残さない食生活教育を実
践する環境づくりの必要性が示唆された。
第３章では，開発した「ユニバーサルレシピ」と米
粉の性質について述べた。「米粉の肉まん」，「米粉と
小松菜の蒸しパン」は，学習指導要領に準拠した調理
技法や食材の工夫を取り入れ，アレルギー対応と学習
効果を両立させた教材として高く評価された。米粉の
種類による吸水量や生地の硬さの違いが調理成績に影
響することから，事前試作や指導上の配慮が必要であ
ることが示唆された。

第４章では，大学院生・大学生と共に開発した「ユ
ニバーサルレシピ」および「ユニバーサル調理実習」
の実践を通じて，教師教育の視点から教材の有効性を
検討した。調理工程を写真で示したレシピは，調理経
験に関係なく誰でも理解しやすく，指導者にとっても
負担軽減につながると評価された。大学生や現職教員
の事後調査からは，「ユニバーサル調理実習」の意義
への理解と感銘が確認され，教員養成課程における食
物アレルギー教育の重要性が示唆された。
第５章では，中学生を対象とした「ユニバーサル調

理実習」の学習効果を分析し，教員の研修が生徒の学
習効果に与える影響を検討した。「ユニバーサルレシ
ピ」は高く評価され，ユニバーサル社会を担う人材育
成に資する教材であることが示されたが，教員が実習
を経験した上で授業を行うことが学習効果の向上に不
可欠であることも明らかとなった。
第６章では，「ユニバーサル調理教育」の社会的認

知と普及に向けた取り組みを通じて得られた知見を整
理し，ユニバーサルの概念と家庭科教育におけるその
価値を再確認した。学校教育の枠を超え，広く社会に
浸透する「ユニバーサル調理教育」の確立が，共生社
会の実現に向けた一歩となると考える。
「ユニバーサル調理教育」は，全ての生徒が参加す
る調理教育の可能性を広げる一方，食物アレルギーは
種類が多く，「ユニバーサルレシピ」は万能ではない
ため，教員の安全管理と専門的知識が必要である。
今後の課題は，「ユニバーサル調理教育」の理念・

背景を理解し実践できる教員の育成である。教員養成
課程では，食物アレルギーに関する基礎知識の習得に
加え，実践的な調理指導力，リスク管理能力等が求め
られる。また，現職教員に対する継続的な研修機会を
提供し，「ユニバーサル調理教育」の理念と実践方法
を共有する場の整備に向けた実践提案を行っていきた
いと考えている。 （堀内かおる）

令和７年度　博士論文要旨（家庭科教育関係）
（　）は指導者名

ユニバーサルの視点に基づく調理教育と教員育成―食物アレルギーに着目して―
Cooking Education and Teacher Training Based on a Universal Perspective:

Focusing on Food Allergies

東京学芸大学大学院連合学校教育学研究科　佐　藤　佐　織
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本論文では，高等学校家庭科におけるホームプロジ
ェクト（以下HPと略）を軸としたカリキュラムを追
究することを目的とした。
第１章では，歴史的背景や教科の独自性からHPに
よる問題解決的な学習を支援する知見をまとめ，HP
を軸としたカリキュラム構想の意義を追究した。
第２章では，全国高等学校家庭クラブ研究発表大会
第10回大会1962（昭和37）年から第70回大会2022（令
和４）年において高く評価された61件のHPの事例を
分析し，生徒がどのような視点から問題を発見し，ど
のような方法で研究を進め，HPにより得た学びが生
徒にどのような影響を与えたのか分析し，カリキュラ
ム構想の示唆を得た。時代の変化に応じつつ個々の生
徒の生活への興味関心を重視した方法でHPの指導が
行われてきたこと，生徒は学習過程で自分の変容に気
付き，生活者としての意思の自覚に繋がっていたこと，
その追究の過程が評価されてきたことを捉えることが
できた。
第３章では，高等学校「家庭基礎」におけるHPの

指導に関する教師の実態及び課題認識について調査を
行った。問題解決的な学習の過程において，生活を見
つめ課題を発見する段階の学習指導が丁寧に行われて
いない状況がみられ，このことが生徒の実践の難しさ
や，教師のHP全体の指導の困難さに繋がっているこ
とが推察された。
第４章では，前章までに得た知見に基づいてHPの

効果的指導及び探究型学習を意図した３年間のカリキ
ュラムを構想した。１年次は必修科目「家庭基礎」に
おいて，「10年後のライフスタイル提案」をパフォー
マンス課題として設定し，その提案のためにHPを軸
として俯瞰⇒分析⇒再俯瞰という流れをもつカリキュ
ラムを計画し，実施した。その結果，HPのテーマを
設定してから学びを深める中で，生活を俯瞰し，自ら
の生活を主体的に多面的な視点から捉える生徒が多く
見られた。分析的な授業を実施した２学期中にテーマ

を変更したり，試行錯誤が増えたりして常にHPの内
容を検討している状態であったが，このことが生徒に
家庭科を学ぶ意義を考えさせることに繋がり，単に知
識や技能を身に付けるばかりではなく，学んだことを
自らの課題意識と関連付けることにより，主体的・積
極的に授業に参加する様子が見られた。再俯瞰をする
場面では，ほぼ全員の生徒がHPの完成を目指して取
り組んだ。２年次からは教科「家庭」の各専門科目に
おいて小集団で長期的に共通テーマを探究する活動や，
「学校家庭クラブ活動」を実施する構想であり，家庭
から地域へと活動の範囲を広げながら問題解決的な学
びの深まりを目指して取り組んだ。その結果，地域に
出向く機会を増やすことにもつながり，生徒の探究の
質を向上することができた。生徒の意見から，キャリ
ア思考の深まりに寄与することも示唆された。これら
の結果から，家庭科教員は，HPや家庭クラブ活動の
指導において解決すべき生活問題のレベルが個人から
社会に向かう過程で方法論が変容し，指導のアプロー
チが変わり，結果が変容していくということを目の前
の生徒を観察しながら，生徒それぞれの学びの系統性
を意識して指導する視点をもつことが有効であること
が示唆された。
第５章では，家庭科のカリキュラム構想の要点とし

て，生徒の思考過程を踏まえた授業構想，推論させる
ための問いづくり，対話を重ね前向きに自己の概念を
再構成させていく手続きをとる授業の在り方等につい
て提言した。教科の学びと他教科等の探究的な学びを
融合させ往還させることの有効性についても示唆した。
本研究において，家庭科独自の問題解決的な学習に

ついて追究し，高等学校家庭科に位置づくHP学習で
得た学びを活用した高等学校家庭科３年間を見通すカ
リキュラムを構想し，実践，検証を行った。今後の課
題は，本研究から導き出された結果をさらに追究し深
めていくこと，得た知見を複数の家庭科教員で共有・
実践していくことである。 （村上かおり・鈴木明子）

令和７年度　博士論文要旨（家庭科教育関係）
（　）は指導者名

高等学校家庭科におけるホームプロジェクトを軸としたカリキュラム構想に関する研究
A Study on Curriculum Design Centered on Home Projects 

in High School Home Economics

広島大学大学院教育学研究科教育学習科学専攻　　　教科教育学分野人間生活教育学領域　中　村　誉　子
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本研究は家庭科教員の力量形成，特に保育領域にお
いて，家庭科教員の置かれた状況と教科特性をふまえ，
家庭科教員に対する保育体験実習の有効性を明らかに
し，体験実習を組み込んだ教員養成課程でのプログラ
ムを実証提案するものである。本研究での「力量」と
は，教員が指導内容を理解し，教える自信を持つこと
をさす。保育に着目する理由は，自己研鑽が難しい領
域であること，養成課程の偏りから食・被に比べて保
育を得意・専門とする教員を輩出し辛いこと，家庭科
の日常生活と密接な教科特性により，実体験による理
解が重視される一方で教員自身に体験する機会が不十
分であることである。これまで教員や教員養成課程生
が乳幼児接触体験をする効果について言及する研究は
あまりみられなかった。そこで本研究では，現状と課
題（第１章，第２章），教員養成課程生の体験学習実
施前の力量（第４章），日常体験による授業への効果
とプログラム提案（第３章，第５章）の３つの話題で
述べ，保育の家庭科教員の力量形成には，実生活で乳
幼児接触の多い者が獲得した力を，模擬体験でも獲得
できるという仮説を教職課程での実験により検証する
ものとした。
第１章では，免許法の問題点，学生の技術不足の現
状，教員研修の内容的偏りを示し，さらに家庭科教員
の保育領域の力量を形成する過程を「発達過程」とし
てとらえ，日常に体験機会がある場合はより発達でき
るが，体験機会を持てないとあらゆるシステム下で発
達機会を阻害されている現社会状況を述べた。
第２章では，教育職員免許法施行規則による履修科
目と実際の履修履歴にみられる領域の学習量の偏りや
出身学科による偏りについて，免許法上の履修単位削
減前のデータ分析結果と削減後の既存調査の文献分析
および大学シラバスの分析の比較から，昔も今も偏り
は是正されていないことを明らかにした。
第３章では，既存研究より教員が子育てを体験する
と「保育を得意」と回答する傾向から，子育て経験の
ある家庭科教員にどのような心的または授業改善的な

変容が生じるかを半構造化インタビューの実施と分析
から述べた。結果，事例（エピソード）の獲得や知識
の実態確認だけでなく，指導内容に対する視点の転換
や，指導意義への考え方の変化，批判的思考が発現し
指導内容に変化が生じることが明らかとなった。これ
より，同様の変容を教員養成課程の模擬体験で起こせ
ば力量向上に繋がると考え，学習的仕掛けを入れた体
験実習を含むプログラムを考案し，効果検証した。
第４章では，効果検証の前提として，教員養成課程

生の実習実施前の力量を調査し明らかにした。結果，
「自信がない」のは理論的に「理解」に到達していな
いこと，「理解」に到達していると考えている者は日
頃に乳幼児体験があることが明らかとなった。
第５章では，大学４年生に乳幼児接触体験実習を２

種実施し，効果を質問紙調査の結果と記述式課題のテ
キスト分析により明らかにした。少人数実施の実験１
で，保育領域や子どもに対する事前不安が減少し，教
科書記載の知識の確認よりも子どもという人間自体の
持つ力への気づき（養育者視点）や，教員としての指
導，キャリア教育の視点が生じ，模擬体験でも子育て
で得られる転換が起こる可能性を示した。実験２では
参加人数を１クラス（約20人）にし，事前及び事後学習
も意図的に組み込み，事前・事後学習と実習の効果を
検証した。結果，実習の実施は，子どもに対し好感を持
たせる傾向がみられ，自信の獲得に関する回答も事前
の２割弱から事後は９割以上になった。事前学習では，
自己理解度のメタ認知として学習指導要領を読ませた
場合と高校教科書を読ませた場合では，実習時の観察
視点が異なり，両アプローチが必要であることがわか
った。また，事後の専門家との対話（保育教諭）も効
果が見られた。
以上より，家庭科教員の置かれた立場や社会的な立

場の早急な解決は難しいが，提案プログラムの実施で，
子どもと接触のない教員にも保育領域指導に自信を高
めさせ，子どもをみる視点や指導視点の転換を期待で
きる力量向上の可能性を明らかにできた。 （村山　功）

令和６年度　博士論文要旨（家庭科教育関係）
（　）は指導者名

家庭科教員の保育領域における力量形成に関する研究
A Study on Competency Development in the Domain of Early Childhood 

Education and Care for Home Economics Teachers

愛知教育大学大学院・静岡大学大学院　教育学研究科　共同教科開発学専攻　室　　　雅　子
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2026年３月22日，日本家庭科教育学会2025（令和７）
年度セミナーが家庭クラブ会館にて開催された。前半
は貧困問題の解決と包摂社会の形成を目指して活動す
るビッグイシュー日本東京事務所所長の佐野未来氏に
よるご講演，後半はご講演を受けてのグループワーク
であった。セミナー参加者は対面とオンラインで合計
32名であった。
１．講演

はじめに，上野顕子副会長から趣旨説明を含む挨拶
があり，続いて講演が行われた。
ビッグイシューとは，ホームレスや生活困窮にある
人たちの生活再建を応援する事業を行っている組織で
ある。すぐにできる仕事を提供し，同時に，生活に困
窮されている方への相談対応や，問題の根本にある社
会的排除と孤立の問題に取り組むための政策提案，市
民参加の機会の創出といった実践を行っている。
ビッグイシューの主な活動として，雑誌『BIG 

ISSUE』の販売を通してホームレスからの脱出を支
援する活動がある。（全国の主要駅近くで，赤い帽子
をかぶり雑誌『BIG ISSUE』を販売する方を見かけ
ることがある。）その販売システムは，販売員を希望
するホームレスの方に「まず10冊を無料提供」→「そ
れを１冊500円で販売」→「完売すると5000円の利益
になる。→「その後は１冊あたり250円で仕入れて販
売することで250円が利益になる」というものである。
雑誌『BIG ISSUE』は，「生活につながっている」

「人にすすめたくなる記事」で構成されており，国際
的なネットワークのなかでつくられていることも特徴
であり強味となっている。
講演は，「ホームレスとは」の話から始まった。厚
生労働省の発表では「ホームレスの人数は減ってい

る」とされるが，東京都が都内のネットカフェやサウ
ナ等で「オールナイト利用者」を聞き取り調査した結
果（2018）によると，「住居を喪失している」との回
答推計値は4000人だったとの衝撃的な数字が示された。
ここで佐野氏から，「住居を喪失している」とした回
答者はホームレスなのか，との問いが示されると即答
できる受講者は多くなく，その後，「完全な野宿」状
態だけでなく，「屋根はあるが家がない」状態や，「家
はあるが居住権が侵害されやすい」状態もホームレス
と捉えるとの考え方が示され，「ホームレス」の概念（イ
メージ）が拡張された。
ご講演の中で，「カフカの階段」の図を使って受講

者同士でホームレス状態になるリスク要因を考えるミ
ニワークも行われた。病気や失業などをきっかけに，
仕事やお金を失い，家族など頼れる人がいなければ住
むところも失ってしまう。そして，一度ホームレス状
態になると身体もこわしやすく，抜け出すのは難しい
という説明がなされた。その理由として，現在の日本
の問題として，公的扶助捕捉率がかなり低水準である
こと，社会構造的な壁があり弱い立場・困った状態に

日本家庭科教育学会　2025年度セミナー報告
日時：2026年３月22日（日）13：30～ 16：00
場所：家庭クラブ会館

家庭科における子どもの生活自立に向けたエンパワーメントについて考えよう

講　　　　師：佐野　未来　氏（ビッグイシュー日本　東京事務所所長）

図　ワークで使用した「カフカの階段」
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ある人の権利が守られていない状況があることが述べ
られた。この社会の構造を変えるには，行政機関・市
民など様々なセクターとの協働や働きかけも必要であ
り，つまずいても取り戻しやすい社会にしていくこと
が大切であると，図を用いながら説明がなされた。
ホームレス状態になるきっかけは，「病気」「精神疾
患」「介護離職」「人間関係」「災害」「倒産」「不況」な
どの後天的な要因と，「DV」「虐待」「発達障害」「身体
精神障害」などの環境的・先天的要因がありさまざま
で，多くは複合的である。日本では家族の支えがない・
乏しい場合，誰もがホームレス状態になるリスクがあ
ることに改めて気づかされる講演内容であった。
ビッグイシューが目指しているのは，ホームレスの
方のサポートを通じて「誰もが生きやすい社会」を作
ることである。「ホームレス」に注目し続けることは，
既存の労働市場・家族制度・住宅制度・公的扶助の課
題に気づき，「個人の事情を考慮した働き方とは？」「居
場所づくりの可能性は？」「空き家活用の可能性は？」
「より使いやすい社会保障の在り方は？」などを問う
ことでもある。すべてを失う前に，技術習得の補助，
生活援助，住宅補助，公営住宅の供給拡大，使える福
祉の知識の周知，といった小さな階段を増やすこと，
公的なセーフティネットを細かく張ることによって元
の状態に戻ることができる。誰もが安心して，自分ら
しく，何度でもチャレンジできる社会をつくることが
重要なのである。
ビッグイシューの活動の根本にあるのは「思いや
り」ではなく「人権」である。「自助・共助・公助」
ではなく「公助・共助・自助」の順番でなくてはなら
ない，と強調されたお話は，家庭科教育に携わるもの
として心しておくべきことと再認識した。
時間が足りず詳しい説明が受けられなかったのが残
念であったが，「夜のパン屋さん」の取り組みは，家
庭科において課題として取り上げられる食品ロス問題
の解決につながる活動である。そしてそれだけでなく，
地域づくり・まちづくりを考えるきっかけにもなる取
り組みであり，新たな仕事（雇用）を生み出すことに
もなっている。雑誌『BIG ISSUE』の販売員と遭遇
した際に声をかけ購入することと同様に，知っていれ
ば誰もが参加できる活動といえる。ビッグイシューの

活動を知ることは，社会とつながる家庭科教育への
様々な示唆を得ることになると感じられた。
最後に，佐野氏らが携わって作成された冊子『路上

脱出　生活SOSガイド』もご紹介いただいたが，その
内容は家庭科の視点からも非常に参考になる内容であ
った。目次をみると，「食べるものがない」「体調が悪
い」「仕事をしたい」「お金が無い」「住まいの困りごと」
「生活保護を利用したい」「生活の悩みや不安がある」
などのページで構成されている。困ったときに助けを
求める術を知っておくことは「生きる力」であり家庭
科教育で育みたい力ではないか，とのお話には深く共
感した。
２．グループワーク

後半のグループワークでは，ご講演をふまえて「家
庭科授業で扱うとしたらどこにどのように取り入れる
か」，「どんな“問い”が考えられるか」を柱に話し合い
を行った。各グループからの報告では，「中学校で，
家族の領域や住まいの領域で教科横断的にできるので
はないか」「ビッグイシューの“販売員の話”を読むこ
とからできるかもしれない」「福祉を学ぶときにビッ
グイシューの仕組みを知る」「高校の将来設計の授業
で使えそうである」「自分事にするのは難しいが，ま
ず知ることを目標にする」「小中高校の発達段階によ
って扱いは変わる」など，さまざまな意見があり，交
流することができた。また，「どのような“問い”が考
えられるか」に対しては，「自分がその立場になった
時にどこにどうアクセスできるか」「生きていく中で
リスクはどこにあるのか」「身の回りにある“頼れるも
の”はなんだろうか」等の意見が出され，授業づくり
への貴重なヒントが得られた。
会の終わりに，鈴木明子会長から「ご講演は，ビッ

グイシューの活動紹介はもちろん，家庭科にひきつけ
たお話をいただき，家庭科教育に関わる者に多くの示
唆をいただいた。グループワークも様々な視点で考え
られていてお互いに参考になるものであった。今後，
それぞれが自分の家庭科実践や研究につないでいくこ
とを課題としたい。」との挨拶があった。ご参加の皆様，
準備・進行等にご尽力いただいた方々のおかげで，
2025（令和７）年度のセミナーは無事に閉会となった
ことに感謝申し上げる。 （妹尾理子）
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若手の会　交流会・懇親会　活動報告

2026年３月22日（日）に家庭クラブ会館で開催された2025（令和７）年度セミナー『家庭科における子どもの
生活自立に向けたエンパワーメントについて考えよう』の終了後，近隣の飲食店にて若手の会交流会・懇親会が
開催されました。
当日は大学教員や小・中・高の現場の教員，大学院生などさまざまな所属の若手13名が参加し，研究や実践の
悩みを共有し合ったり，アドバイスをし合ったりと，賑やかな会となりました。
テーマトークの時間には「現場の先生と研究者が繋がってどのように共同研究をしていくか」「研究倫理につ
いて」「実践研究の方法やまとめ方（量的データ・質的データの扱い方）」「研究費の獲得・使い方」等のトピック
スが取り上げられ，それぞれの立場からの活発な意見交換が行われました。会の中でも特に参加者の関心が高か
った量的研究に関する内容について，2026年度の第69回大会で取り上げ，若手の会の企画『論文作成に関するミ
ニレクチャー　家庭科教育における量的研究論文執筆の裏側』を開催することといたしました。
交流会・懇親会を通して実践者と研究者の新たな繋がりもうまれ，これから家庭科教育実践研究の輪がさらに
広がっていきそうです。

○若手の会とは
日本家庭科教育学会若手の会は，家庭科に関する研究や教育活動に取り組む若手の会員の交流や情報交換を目
的として，2013年度より活動しております。
現在は３名が世話人を担当し，大会・例会の際の交流会の開催やメーリングリストによる情報共有をおこなっ
ております。また活動には，若手に該当する会員だけでなく，若手の会の趣旨に賛同する方にも多くご参加いた
だいております。
これまでの活動内容については，QRコードをご覧ください。

○若手の会のメーリングリストについて
若手の会メーリングリストでは，会に関する情報を不定期で配信しています。日本家庭科教育学会会員でした
らどなたでもご参加いただけます。登録を希望される場合は，若手の会世話人（kateika.wakate@gmail. com）
まで，以下の①～③についてご連絡ください。皆様のご参加をお待ちしております。
　①氏名（ふりがな）　②メールアドレス　③ご所属

2025年度若手の会世話人
　叶内　　茜（淑徳大学）
　村田晋太朗（三重大学）
　森　　千晴（岡山大学）
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2026年３月８日，広島大学を対面会場にオンライン
とのハイフレックス形式でシンポジウムが開催された。
テーマは「各教科のビッグアイデアとは何か：学習指
導要領の改訂をめぐる議論を見据えて」であった。本
テーマは，教育課程企画特別部会の論点整理で，「各
教科等の『中核的な概念の深い理解』『複雑な課題の
解決』を中心に，学習指導要領の目標・内容の一層の
『構造化』を図る」必要性が示されたことを受け，各
教科の中核的な概念等の選定の思想・基準や手続きを
明らかにすることが，加盟学協会にとっての学術的責
任になるものとして企画された。
はじめにコンソーシアム研究推進委員会幹事の中村
大輝氏（宮崎大学，日本教科教育学会）より，趣旨説
明があった。ビッグアイデアの理論背景の整理と，氏
の専門である理科・科学教育でのビッグアイデア策定
の動向とともに，本シンポジウムの課題意識が示され
た。具体的には，１．何がビッグアイデアと見なされ
るのか（教科の本質），２．どのようにビッグアイデ
アが選択・決定・洗練されるかの構成原理，３．ビッ
グアイデアはどのように表現されるべきなのか，４．
ビッグアイデアは手続き的知識や認識論的知識とどの
ように結びつけられるのか，５．ビッグアイデアは教
授学習過程においてどのように活かされるのか，の５
つである。
これを受け，下表の７つの加盟学協会会員より，各
教科の国内外のカリキュラムや関連資料におけるビッ

グアイデアの構造や構成原理の分析・批判的検討，そ
れらに基づく各教科の新たなビッグアイデアの開発・
提案の報告が行われた（各報告資料はコンソーシアム
のホームページhttps://jcospa.org/symposium/に掲載）。
当学会からは「家庭科のビッグアイデアとは」と題

し，家政学を背景とする国際的なカリキュラムの特徴
と，米国，ドイツ，韓国のカリキュラムに示される包
括的基準や中核的概念，1990年代以降，当学会で議論
されてきた主要概念の整理をもとに，発表者（コンソ
ーシアム研究推進委員）が析出した家庭科の本質的理
解を示す５つのビッグアイデアの試案を報告した。
各学協会の報告に対し，指定討論者の石井英真氏（京

都大学）より，「ビッグアイデアを問うことの先に見
据えておくべきこと－教科教育学研究への期待」とし
て学習指導要領改訂の方向と課題の整理と共に，多く
の問いが示された。具体的には「今求められる各教科
のあり方（観）をどのように捉えているか？ビッグア
イデアといった形式的な精選・構造化の論理に解消さ
れない本質的な内容選択の方法論とは？内容は，どう
具体的に減らせる？教科書を大胆にどう構想するの
か？」など，改訂議論にかかるが，今回のテーマの射
程を超えた問いもあった。このうち，教科のあり方（観）
や各教科で育む知識について，コーディネーターの草
原和博氏（広島大学，研究推進委員会委員長）の進行
で協議が行われた。フロアからは，各報告で扱う問い
や概念の粒度の違いをどう捉えるかの質問も挙げられ
たが，限られた協議時間でビッグアイデアにかかる各
教科の共通理解をはかるには至らなかった。
とはいえ，本シンポジウムで提起された課題や石井

氏から投げかけられた問いには，今後，　家庭科教育
学を含む各教科教育学から応答していく必要があろう。
中核的概念や家庭科の本質を対外的に発信することに
ついて，当学会でも議論と研究の深化を期待したい。
（教科教育学コンソーシアム研究推進員　貴志倫子）

表　シンポジウム報告者の一覧（敬称略，報告順）

所属学会 報告者
全国社会科教育学会 玉井慎也
全国大学国語教育学会 山元隆春
日本音楽教育学会 森　　薫
日本家庭科教育学会 貴志倫子・荒井紀子
日本社会科教育学会 堀田諭・早瀬博典
日本体育科教育学会 吉永武史
美術科教育学会 藤井康子・郡司明子

【報告】第６回　教科教育学コンソーシアムシンポジウム

各教科のビッグアイデアとは何か：
学習指導要領の改訂をめぐる議論を見据えて
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日本家庭科教育学会
2026年度　第１回理事会　議題

日　時：2026年４月19日（日）
　　　　９：30～ 12：55
場　所：オンライン会議

【審議事項】
１．2025年度第６回理事会（12月７日），2025年度第

２回常任理事会（２月15日），2025年度電磁的臨
時理事会（12月25日～１月６日開催），（２月15日
～２月22日開催），（３月３日～３月６日開催）
議事録の承認

２．新入会員の承認
３．第69回大会（オンライン）について
（1）実行委員会進捗状況について（大会実行委員長）
（2）運営及びプログラムについて（事業）
（3）2026年度総会について（庶務）
（4）大会サイトについて（渉外・広報）
（5）大会予算案・大会参加費納入について（財務）
（6）その他
４．2026年度例会について
（1）運営及びプログラムについて（事業）
（2）シンポジウムについて（副会長）
（3）予算案について（財務）
（4）その他
５．2025年度セミナー報告及び決算について
（研究推進）

６．奨励賞選考について（会長）
７．2026年度年間計画について（庶務）
８．2025年度決算・2026年度予算について（財務）

【審議事項】
１．新入会員の承認について

日本家庭科教育学会
2025年度　電磁的臨時理事会　議題
日　時：2026年３月３日（火）～６日（金）
場　所：メーリングリスト

９．70周年記念誌の発刊について（編集）
10．授業実践のひろば投稿執筆要項の修正について
（編集）

11．70周年記念書籍の執筆分担について（会長）
12．その他
【報告事項】
１．会長より
1）70周年プロジェクトについて
2）2026年度理事会・常任理事会予定

２．各担当より
1）編集：学会誌の進捗状況について
2）渉外・広報：メルマガの発行について

３．家庭科関連団体担当より
1）生活やものづくりの学びネットワーク：
春の学習交流会の報告

2）生活科学系コンソーシアム：博士論文発表会の
開催について

3）教科教育学コンソーシアム：同コンソーシアム
シンポジウムの報告

4）IFHE日本連絡会：IFHE次期会長について
４．その他

【審議事項】
１．新入会員の承認
２．奨励賞選考結果について（会長）
３．2025年度決算案の修正・2026年度予算について
（財務）

４．第69回大会予算案・大会参加費納入について
（財務）

５．2026年度例会予算案について（財務）
［報告事項］
１．会長より：70周年プロジェクト
２．理事メールについて（二役）
３．その他

日本家庭科教育学会
2026年度　第１回臨時理事会　議題
日　時：2026年５月25日（月）
　　　　19：00～ 20：15
場　所：オンライン会議
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日本家庭科教育学会　2026年度例会（予告）
2026年度例会を下記のように開催いたします。多くの会員の皆さまの参加をお待ちしております。

●期　　日：2026（令和８）年12月６日（日）13：00 ～ 17：50（予定）

●会　　場：東京学芸大学教育学部　〒184-8501　東京都小金井市貫井北町4-1-1

https://www.u-gakugei.ac.jp/

●企　　画：１．研究発表

２．シンポジウム「家庭科の授業における生成AI活用：日本と韓国の事例から」

３．第６期課題研究最終報告会

日本家庭科教育学会2026年度例会研究発表申し込み要項
発表資格：2026（令和８）年度会費を９月30日までに納入した正会員・学生会員・海外会員に限ります。共同研

究者についても同様です。発表予定の非会員は，９月７日（月）までに入会申込書を事務局までお送
り下さい。理事会で入会が認められた場合，会費振込先をお知らせしますので，９月30日（水）まで
にお振込みください。賛助会員の組織等の方で研究発表される方も同様に入会手続きを済ませ，年会
費をお支払いください。

※注意　入会申し込みと会費納入は同時にはできません（学会誌掲載の会則を参照のこと）。
発表内容：家庭科教育に関する研究成果で，未発表のものに限ります。

発表形態と発表者：口頭発表に限ります。口頭発表は１人１回に限ります。共同研究で発表が複数に
わたるときは，発表者を交替して下さい。

申込方法：インターネット（Google Forms）による申し込みのみです。詳細は本学会のwebサイトに掲載予定の［イ
ンターネット（Google Forms）による申し込みマニュアル］をご覧ください。申し込みが完了次第，
演題登録完了のメールが配信されます。発表の採択・不採択については10月下旬にメールでお知らせ
いたします。

申込期間：2026（令和８）年10月１日（木）14時～ 10月５日（月）12時
締め切り間際の登録は混雑が予想されトラブルの原因になりますので極力避けてください。入力には
意外と時間がかかり，締め切り時刻には強制的にシャットアウトされますので，締め切り日前日まで
に登録することをお勧めします。

発表方法：発表はパワーポイント等を用いての口頭発表とします。
口頭発表の時間配分は，発表時間12分，質疑応答５分，入替３分です。

研究発表の採否について
日本家庭科教育学会大会並びに例会における研究発表にあたり，以下の観点に留意して研究発表要旨を執筆し
てください。以下の観点を踏まえていない場合には，発表が不採択になりますのでご注意ください。
１．継続研究の場合であっても，日本家庭科教育学会誌論文投稿規定に準じ，［続報（第２報，第３報）］の扱い
は避け，各１編として独立した題目を付し，それぞれ完結した内容の発表とする。
２．研究発表要旨には，目的，方法，結果等の内容が具体的に記載され，一読して研究の概要が理解できるよう
に記載する。
３．研究発表要旨は所定の用紙を満たす分量とし，過不足ない記載（47字×30～ 36行かつ1,410字以上～ 1,692字
以内）とする。
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2027年日本家庭科教育学会奨励賞候補者推薦のお願い
昨年７月の総会において本学会で活躍することが期待される若手研究者を奨励することを目的とした「日
本家庭科教育学会奨励賞」が新設されました。これまでの「学会賞」は廃止されました。新しい「日本家庭
科教育学会奨励賞規定」，「奨励賞選考委員会内規」，「奨励賞受賞者選考基準に関する申し合わせ」，及び「候
補者推薦様式」は学会webサイト（研究活動）に掲載されています。規定にあるように，奨励賞候補の選定は，
正会員，学生会員または海外会員からの自薦，他薦によることになっております。つきましては，11月末ま
でに事務局宛に候補者をご推薦いただきますよう宜しくお願い申し上げます。

選考スケジュール
11月末　　　推薦締め切り，被推薦者に書類提出依頼
12月～３月　選考委員会にて奨励賞候補者の審議
３月末　　　候補者を会長へ報告
４月　　　　理事会にて奨励賞受賞予定者の決定
５月　　　　該当者への連絡
７月　　　　大会にて表彰
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「日本家庭科教育学会第69回大会を終えて」

７月４日（土）～５日（日）に開催された全国大会を四国地区が担当しました。両日ともに午前中の
研究発表は４会場で実施され，どの会場も参加者の皆様による質問応答が活発に行われました。Zoomに
よるオンライン開催であり，私は今回初めて４会場すべての状況を同時に見ることができました。研究
分野の違いはもちろんのこと，研究の背景や研究方法，問題の捉え方など，生活に関わる家庭科教育の
幅広さと面白さを実感しました。四国地区は両日ともに雨模様でしたが，運営面では大きな問題もなく
無事終了することができました。サポートしていただいた理事の先生方，事務局，座長の先生方にも大
変お世話になりました。この場をお借りして感謝申し上げます。
全国大会を開催するにあたり，１年前から四国地区の役員６名を中心に実行委員会を立ち上げて準備
を進めてきました。今回の実行委員会企画は，「『主体的・対話的で深い学び』の実装に向けた概念型学習」
というテーマのもとに，概念型学習の理論と実践を学ぶ機会としました。200名を超える先生方が実行委
員会企画に参加してくださり，多くの参加者からの質問もあって，講師の先生方により有意義なディス
カッションが行われました。
このような大きな学会でオンライン開催を主催するのは初めてであり，目に見えない情報をいかにう
まく回していけるのかについて実行委員の先生方と思案しました。大会が終わってみて，あの時はこう
したらよかった，担当者はこう配置すべきであったなど，反省点はたくさんあります。でも，このよう
な貴重な経験をさせていただき，本当に感謝しています。多くの皆様に参加していただき，本当にあり
がとうございました。 実行委員長　福井典代（鳴門教育大学）

本号には，研究論文３編，資料１編をはじめ，学会記事として博士論文要旨４編，2025年度セミナー報告，
第６回教科教育学コンソーシアムシンポジウム報告などを掲載しております。また，今回は「若手の会活動
報告」を掲載いたしました。ご執筆いただきました世話人の先生方に厚く御礼申し上げます。さらに「学会
ミニだより」では，第69回大会の大会実行委員長である福井典子先生に，大会終了直後のご多忙な時期にも
かかわらずご寄稿いただきました。この場をお借りして，心より感謝申し上げます。
学会誌は，会員の皆様からの多大なご協力とご支援によって支えられております。今後とも，本誌の充実
と発展のため，引き続き皆様のお力添えを賜りますよう，よろしくお願い申し上げます。 （大森玲子）

●編集後記●

学会ミニ
だより

●編 集 委 員 貴志　倫子 * 大藪　千穂 * 都甲由紀子 * 伊藤　　優 大森　玲子 坂本　有芳
延原　理恵 小林　陽子 カバリェロ優子 柴田　優子 （ * は理事）　
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